
主要事業の概要

Ⅰ 活力あるしまね
１．ものづくり・ＩＴ産業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

1 ものづくり産業生産 235,526 ものづくり企業のグローバル競争への対 商工労働部

力・受注力強化緊急 応や国内成長産業への参入に向けた取組を [産業振興課]

対策事業 支援 [中小企業課]

①機械金属、電気電子製品等の製造にお

ける県内サプライチェーンを維持・強

化するため、生産力の高度化や高付加

価値品の生産に計画的に取り組む企業

を支援

・生産設備導入費を助成

［助成率］1/3

［上限額］1,000万円

・生産管理システム導入費を助成

［助成率］1/3

［上限額］500万円

・生産設備等の貸与

［割賦損料］年0.80%

②県内雇用の維持・拡大等に向けて、海

外への事業展開や輸出などにより海外

需要を取り込もうとする企業を支援

・海外進出計画の策定費を助成

［助成率］1/2

［上限額］300万円

・海外展示会出展の輸送費等を助成

［助成率］1/2

［上限額］500万円

・海外進出を支援するため、タイ王国

において現地支援拠点を運営

・海外展示会・商談会、現地情報セミ

ナー、勉強会などを実施

・グローバル人材確保を支援するた

め、有料職業紹介料や現地雇用技術

者の国内研修費の助成などを実施
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

2 しまねのものづくり 369,420 ものづくり企業の経営管理・生産管理・ 商工労働部

産業活性化プロジェ 技術力の強化、新規取引先の開拓、新分野 [産業振興課]

クト への進出などを支援

①しまねのものづくり高度化支援事業

県内製造業の競争力強化を図るた

め、生産管理の効率化や技術力の強化

を支援

②技術革新支援総合助成事業

企業の技術革新や取引拡大のための

試作開発・技術開発への助成

③戦略的取引先確保推進事業

県内企業の販売力強化を図るため、

首都圏等の県外市場開拓等を支援

④ものづくり産業戦略的強化事業

業界や企業グループに対し、国内外

の市場を見据えた経営戦略の構築や戦

略に基づく技術力向上、販路拡大を支

援

⑤特殊鋼産業クラスター高度化推進事業

特殊鋼関連産業の成長分野への進

出、発展基盤の強化を支援

⑥しまね産学官連携促進支援事業

大学の研究シーズと企業ニーズのマ

ッチングを推進

⑦地域産学官共同研究拠点事業

島根先端電子技術研究拠点を活用し

た電気電子材料等に関する共同研究や

人材育成等を実施

3 ものづくり産業中核 22,755 技術革新や次世代技術に対応できる中小 商工労働部

技術者育成事業 企業の技術者の養成研修を実施 [雇用政策課]

①設計、製作、制御、検査等の体系的な

実習講座

②企業に講師を派遣するオーダーメイド

型の実践的な教育訓練
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

4 しまねＩＴ産業振興 401,338 収益性の高い産業構造への転換を進める 商工労働部

事業 ために、人材育成、技術力強化、販路開拓 [産業振興課]

等を支援 [企業立地課]

１ 人材の育成・確保

①実践的な人材育成

・OSS、Ruby講座や学生Ruby合宿、中学

生・高校生Ruby教室の開催

・専門高校・専門学校とIT企業の連携に

よる共同企画講義

・高校生以下の学生を対象としたプログ

ラミング甲子園の開催 【新規】

②戦略的な地域IT人材の確保

・首都圏等でのIT人材誘致コーディネー

ターの配置

・交流会、求人広告サイト掲載、県内学

生等との人材マッチング支援

・OSSコミュニティのミーティングを県

内に誘致 【新規】

・県内IT企業と都市部のRubyエンジニア

との交流支援 【新規】

２ 技術力強化・販路開拓

①企業の技術力強化

・先進企業等への派遣研修支援

・新技術の開発や自社固有製品・サービ

ス開発（改良を含む）の支援

・パートナー企業と一体となった新ビジ

ネスモデル開発への助成

②企業の販路開拓強化

・スーパーアドバイザー導入によるビジ

ネスモデル構築支援、販売支援スタッ

フ配置による首都圏での展開支援

③先進的技術情報の発信

・先進的な利用事例、技術情報を発信す

るための国際的なイベントの開催

・国内外の企業を対象としたRuby bizグ

ランプリの開催 【新規】

３ 研究開発支援の強化 【新規】

・研究成果を県内企業に技術移転

・県内IT企業及びエンジニアへの技術的

サポート

４ トレンドリサーチの実施 【新規】

・IT産業の動向把握と県内IT産業の支援

策の検討
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

5 先端技術イノベーシ 286,000 新技術及び新製品を研究開発する県内企 商工労働部

ョンプロジェクト 業を支援するため、県内での事業化が可能 [産業振興課]

なテーマを選定し、産業技術センターが県

内企業と連携して研究開発の取組を推進

①取り組むテーマ

・特殊鋼・素形材加工技術強化

・溶射・気相製膜発展技術開発

・レアメタル代替技術開発

・次世代パワーエレクトロニクス技術開

発

・熱・シミュレーション応用技術開発

・ヒューマンインターフェイス技術開発

・有機フレキシブルエレクトロニクス技

術開発

・高齢化社会対応の機能性素材開発

・感性数値化・食品等高付加価値化

②既存テーマのフォローアップ研究

6 石州瓦産業経営基盤 56,500 石州瓦産業の経営力・生産力の強化を図 商工労働部

強化支援事業 るためH24年度に策定されたアクションプ [産業振興課]

ランの実行を支援

①市場創出や生産改善等に向けた取組を

支援

・西日本の重点市場や東日本、海外市場

での販路開拓支援

・石州瓦を活用したデザイン住宅（和モ

ダン）等ブランド化支援

・新製品開発や焼成技術等の研究会開催

など

［事業主体］石州瓦工業組合

②石州瓦の利用促進のため、石州瓦を使

用する屋根工事を伴う新築住宅に対し

て助成

［助成件数］約570件

［助成上限額］7万円

［事業主体］石州瓦工業組合

- 4 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

7 新規 島根発ヘルスケアビ 60,000 「健康」をキーワードに、地域資源を活 商工労働部

ジネス創出支援事業 かし、多様な分野が連携した新たなビジネ [産業振興課]

ス創出の取組をモデル的に支援

①協議会を設置し、ヘルスケアビジネス

の方向性を検討

②新ビジネスの創出に向けた実証事業を

実施

［想定する新ビジネス］

・ＩＴを活用した健康ビジネス

・医福農商工連携による「ものづくり

産業」

・ヘルスツーリズム

・生活支援ビジネス

8 新規 しまね食品産業総合 67,419 食品産業を入口（商品づくり）から出口 商工労働部

支援事業 （販路開拓・情報発信）まで一体的に支援 [しまねブラ

①県産品商品力向上支援事業 ンド推進課]

売れる商品づくりを支援

②衛生・品質管理体制整備事業

国内小売店や輸出相手国が求める品

質・衛生管理体制のレベルアップを支

援

③食品展示会等出展支援事業

大規模な展示会への出店を通じた、

全国のバイヤーとの商談会を支援

④インターネットを活用した県産品販路

拡大事業

Web物産展・セミナーの開催や楽天

大学の受講料の助成

⑤食品産業収益力強化支援事業

営業戦略アドバイザーによる営業人

材養成講座や相談事業を実施し、県内

企業の営業力を強化

⑥しまねの食魅力発信事業

島根県ならではの食材や調理法、そ

れらのバックボーンなどを含めたPRを

実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

9 輸出拡大支援プロジ 35,000 海外市場に向けた県内企業の販路拡大、 商工労働部

ェクト 海外市場での競争力強化等の取組を支援 [しまねブラ

①輸出拡大支援事業 ンド推進課]

県内企業等の海外への輸出、販路拡

大や事業展開に要する経費の助成

［助成率］1/2

［上限額］100万円

(セミナー、商談会を主催する場合の

上限額は150万円）

［採択方法］

企業の計画等を審査会で審査の上、決

定

②県産品海外販路拡大事業

県として重点的に取り組む品目、国

（地域）について、企業、専門家と共

同で集中的なマーケティング活動を実

施

10 浜田港ロシア貿易発 15,500 浜田港を起点としたロシア貿易を促進す 商工労働部

展プロジェクト るため、官民一体となってロシア市場の開 [しまねブラ

拓を推進 ンド推進課]

①物流・円滑化対策

コンテナ荷主支援やシー＆レール輸

送を支援

②ロシアビジネス支援体制の強化

浜田港のサポートデスク、ウラジオ

ストクビジネスサポートセンターの双

方から企業の貿易拡大を支援

③ロシア欧州部商流確立対策

国際見本市への出展、商談会開催を

支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

11 企業立地促進のため 2,660,975 企業の初期投資の軽減等を行う各種助成 商工労働部

の各種助成事業 制度により、本県への誘致や県内既存工場 [企業立地課]

・事業所の増設等を推進

[主な助成制度]

①企業立地促進助成金

製造業、ソフト産業、ソフト系IT企

業を対象とし、投資額や雇用の増加人

数等に応じて助成

②生産拠点化支援補助金

他県に工場を有する企業が県内工場

を生産拠点化する場合の設備投資額に

対し助成

③ソフト産業・IT産業への支援制度

・ソフト産業家賃補助金

・ソフト系IT産業航空運賃補助金

・ソフト系IT人材確保・育成補助金

・ソフト産業等通信費補助金

④中山間地域雇用基盤強化支援【新規】

中山間地域での雇用維持のため、市

町村と協調して企業の設備投資を助成

⑤ITしまね開業支援 【新規】

県外IT技術者の県内での事業所開設

経費の助成、県内での体験ツアーの実

施

12 建設産業経営革新促 118,957 建設産業の経営の多角化・新分野進出な 土 木 部

進事業 どの経営革新に向けた取組を支援 [土木総務課]

①新分野進出コーディネート事業 [技術管理課]

②経営力強化アドバイザー派遣事業

③新分野進出支援事業助成金

新分野進出のための初期調査、販路

拡大・事業拡張のための費用への助成

［助成率］2/3

［上限額］70万円

④新分野進出促進事業補助金

新分野進出、事業拡張のための初期

投資への助成

［助成率］1/3

［上限額］400万円

など
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Ⅰ 活力あるしまね
２．自然が育む資源を活かした産業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

13 新規就農者等育成確 414,782 農業の担い手を育成・確保するため、自 農林水産部

保推進事業 営や雇用就農の増加対策を総合的に展開 [農業経営課]

①ＵＩターン希望者に対し、県と市町村

で協力して就農条件と生活環境をパッ

ケージで提案 【新規】

②就農プランナーによる就農相談や農業

法人等とのマッチング、就農相談会、

バスツアーの開催等

③農業高校と地域の関係機関との連携を

図る専任のコーディネーターを配置

し、卒業後の就農を支援

④自営や半農半Ｘによる新規就農、新た

な雇用を創出する農業法人等の施設設

備整備を支援

［助成率］1/3

［助成対象事業費上限額］

・自営就農 3,000万円

・半農半Ｘ 300万円

・農業法人 1,000万円

・農業参入企業 3,600万円 など

⑤自営就農等の研修受入先となる農家に

研修経費を助成

［助成額］定額 3万円/月・人

⑥45歳未満で就農する者（青年）に対し

て、就農意欲の喚起と就農後の定着を

図るため給付金を交付(国制度）

・就農前研修 150万円/年、最長2年間

・自営就農後 150万円/年、最長5年間

⑦ＵＩターン者（半農半Ｘ又は45歳以上

の自営就農）に対する就農前研修費助

成

12万円/月、1年間

⑧ＵＩターン者（半農半Ｘ）に対する就

農後定住定着助成

12万円/月、1年間

⑨人材派遣会社を活用して就農希望者を

担い手として集落に派遣

⑩しまねアグリビジネス実践スクールで

経営力向上のための若手農業者研修、

「農業女子」研修を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

14 新規 水田農業緊急総合支 90,500 米価下落により厳しい経営環境におかれ 農林水産部

援対策 ている稲作担い手農家が営農を継続するた [農業経営課]

めに必要な対策を体系化し、総合的に支援 [農畜産振興課]

①水田農業モデル実践支援

モデル事例を参考にした試行的な取

組、必要な機器整備を支援

②販売強化対策

「売れる米づくり」に向け、ＪＡ等

と連携し、島根米の食味・品質のレベ

ルアップ、販売体制の整備や契約取引

を推進

③生産支援

主食用米及び飼料用米等の低コスト

生産技術導入、飼料用米等の流通・保

管体制整備を支援

④経営安定対策

・国の経営所得安定対策（ナラシ対策）

の加入要件である集落営農化を支援

・米価下落対策として経営等緊急対応資

金を継続

［融資枠］5億円

15 みんなでひろげる 61,693 しまね農業のブランドイメージを向上さ 農林水産部

「しまね有機の郷」 せるとともに、有機農業の拡大のための地 [農畜産振興課]

事業 域活動、生産者等の機械設備整備、ＵＩタ

ーン者等の受入れによる担い手育成、定住

化の取組を支援

①地域・民間の取組を支援

［事業主体］農業者、流通販売者、加工

業者、地域協議会等

［助成率］

・生産者支援、流通・販売者支援

ソフト 1/2、ハード 1/3

・地域活動支援 上限100万円/協議会

②推進事業

・首都圏でのＰＲ、テスト販売

・農林大学校で有機農業研修を実施

・有機栽培技術向上を支援

・有機ＪＡＳ認証取得支援

など

- 9 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

16 園芸産地再生担い手 78,310 園芸産地の担い手育成、生産規模の拡大 農林水産部

育成事業 のため、ＪＡ等がリースハウスを建設し、 [農畜産振興課]

担い手にリースする場合、リース料の一部

を支援

［事業主体］ＪＡ等

［リース料の助成率］1～3年目 1/2

4～5年目 1/3

［事業期間］H26～28

17 新農林水産振興がん 244,000 「売れるものづくり・産地づくり」の形成 農林水産部

ばる地域応援総合事 を中心に、地域の農林水産業が抱える課題 [農畜産振興課]

業 の解決や改善に向けた提案型の取組及び雇

用就農を促進するための農業法人等の事業

拡大など、地域の主体的で戦略的な取組を

支援

地域提案型フリープラン方式及びメニ

ュー選択方式により、ソフト及びハード

支援

［助成率］

ソフト事業 1/2以内、定額

ハード事業 1/3以内

［事業期間］H24～27

18 ６次産業推進事業 153,947 農山漁村の所得や雇用の増大、地域活力 農林水産部

の向上を図るため、地域の創意工夫を生か [しまねブラ

しながら、多様な事業者がネットワークを ンド推進課]

構築して取り組む新商品開発や販路開拓、

農林水産物の加工・販売施設の整備等を支

援

［助成率］

・新商品開発、販路開拓 2/3以内

・農林水産物の加工・販売の

ための機械・施設整備等 1/2以内

［事業期間］H26～27
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

19 将来の農林水産業を 55,333 島根の農林水産業を発展させるための将 農林水産部

支える技術開発プロ 来を見据えた先導的な研究開発を実施 [農林水産総

ジェクト ［研究内容］ 務課]

・メロンやブドウ、食用きのこの新品種

開発

・有機栽培支援技術の確立

・宍道湖・中海の環境対策と資源活用技

術の開発

・木質バイオマス等、家畜排泄物の利活

用システムの開発

[事業期間] H27～29

20 農地利用集積促進事 747,096 担い手への農地集積・集約化や耕作放棄 農林水産部

業 地の解消を加速化するため、農地の中間受 [農業経営課]

け皿となる「農地中間管理機構」の活動を

支援

①農地利用集積促進事業

・機構運営費

・農地の「出し手」への協力金

②農地利用関係調整・調査費

・農業委員会等が行う農地所有者意向

調査等

21 安全で美味しい島根 9,646 県独自の基準に基づく認証制度の運用に 農林水産部

県産品認証事業 より、県産農畜林水産物の安全の確保と消 [食料安全推

費者の信頼づくりを促進し、市場での競争 進課]

力を強化

①認証審査、指導員資質向上対策

②認証制度の普及啓発

22 (株)島根県食肉公社 437,555 ＪＡ等と連携し、老朽化した基幹設備の 農林水産部

施設整備事業 機能維持、衛生水準向上などの食肉処理の [農畜産振興課]

高度化を支援

［事業期間］H25～27

［事業概要］

汚水処理施設、給水施設、冷凍冷蔵庫

設備など
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

23 「しまね和牛」振興 208,661 飼育農家の高齢化による飼育戸数・頭数 農林水産部

対策事業 の減少及び子牛価格、枝肉上物率低迷によ [農畜産振興課]

る生産額の減少などの課題解決に取組む繁

殖農家等を支援

①中核畜産施設整備支援 【新規】

ＪＡ等と連携し、共同繁殖牛管理施

設・共同子牛育成施設の整備による生

産力の向上を支援

［事業主体］ＪＡ等

［助成率］1/3

［事業期間］H27～29

②集落営農放牧実践支援

ＪＡ等が集落営農組織等に繁殖雌牛

を貸出す目的で雌牛を購入する場合の

経費の一部を助成

［事業主体］ＪＡ等

［助成率］1/3

［事業期間］H26～29

③和牛繁殖雌牛能力向上対策

育種価など一定の条件を満たす県内

生産繁殖雌牛の導入経費の一部を助成

［事業主体］ＪＡ等

［助成額］10万円/頭

［事業期間］H25～27

④早期肥育技術確立支援

全国和牛能力共進会の出品基準の24

か月齢出荷で上物の枝肉を安定的に生

産できる肥育管理技術を確立、普及

24 産業動物臨床獣医師 3,600 県内の産業動物獣医師の安定確保を図る 農林水産部

確保対策事業 ため、畜産団体が行う修学資金制度を支援 [食料安全推

［新規募集期間］H26～28 進課]

［対象者］

産業動物獣医師を志す獣医系大学生

［募集人員］H27：3人

［貸与額］月額10万円

［貸与期間］最大6年間

［償還免除］

貸与期間の1.5倍の期間、産業動物獣

医師として勤務
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

25 島根県獣医師確保緊 15,600 県職員獣医師の安定確保を図るため、修 農林水産部

急対策事業 学資金を貸与 [食料安全推

［対象者］ 進課]

県職員業務に従事する意欲のある獣医

系大学生

［募集人員］3人

［貸与額］月額10万円

［貸与期間］最大6年間

［償還免除］

貸与期間の1.5倍の期間、県の機関で

獣医師業務に従事

26 家畜疾病危機管理対 200,000 高病原性鳥インフルエンザ、ＢＳＥ、口 農林水産部

策事業 蹄疫等の家畜疾病発生に備えた初動防疫活 [農畜産振興課]

動や農家への損失補償経費を計上 [食料安全推

①初動防疫経費 進課]

消毒資材、焼埋却経費等

②農家への損失補償

殺処分や移動制限に伴う損失補償

③風評被害対策経費

消費者への情報提供や安全性のPR等

27 新規 木質バイオマス県内 118,380 木質バイオマス発電所の稼働に向け、県 農林水産部

全域集荷体制支援事 内全域を集荷エリアとするための体制整備 [林 業 課]

業 を支援

［事業期間］H27～29

［助成対象］

中間土場、山土場、作業道整備

［助成率］定額

28 循環型林業に向けた 114,300 利用期を迎えた立木の伐採と再造林を促 農林水産部

原木生産促進事業 進し、循環型林業を確立するため、森林所 [林 業 課]

有者等に対して原木の搬送経費を助成

［事業期間］H27～29

［助成対象者］

主伐した後に再造林する森林所有者

［助成率］定額 620円/㎥

［H27助成見込原木量］180,000㎥
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

29 森林整備加速化・林 710,006 循環型林業の実現に向けて、作業道整備、農林水産部

業再生事業 高性能林業機械の導入、木材加工流通施設 [林 業 課]

(国基金事業) 整備、木質バイオマス関連施設整備、木造

公共施設整備等、森林整備から木材の伐採

・搬出・利用までの一体的な取組を支援

［事業期間］H21～27

［H27実施予定］

作業道整備 45,500m

高性能林業機械 8台

木材加工流通施設 1施設

木質バイオマス関連施設 4施設

木造公共施設整備 5施設

30 「しまねの木」建築 120,000 循環型林業の推進のため、県産木材を利 農林水産部

利用促進事業 用した住宅等の新築、増改築及び修繕に係 [林 業 課]

る経費の一部を助成

［事業期間］H26～27

［H27助成戸数］400戸程度

［助成額］

・新築 30万円

（石州瓦利用加算 7万円）

・増改築 15万円

・修繕、模様替え 10万円

［事業主体］島根県木材協会

31 木造公共建築物整備 15,000 市町村等による木造公共建築物等の施設 農林水産部

支援事業 整備に係る経費を助成 [林 業 課]

［事業期間］H25～29

［事業主体］市町村、広域事務組合等

［助成率］1/2

32 緑の青年就業準備給 19,295 林業への就業に向け、農林大学校で必要 農林水産部

付金事業 な知識の習得等を行う若者に対して就業準 [林 業 課]

備給付金を支給

［給付条件］年間137.5万円/人

最大2年間

［給付枠］14人

［給付対象］農林大学校林業科の学生
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

33 浜田地域水産業構造 105,000 浜田地域の水産業を支える沖合底びき網 農林水産部

改革推進事業 漁業について、地域協議会が漁船の長寿命 [水 産 課]

化修繕を通じて行う漁獲物の品質向上や流

通体制改善等の構造改革の取組を推進する

ため、浜田市が支援する経費の一部を助成

［事業期間］H24～29

［事業主体］

浜田地域水産業構造改革推進プロジェ

クト協議会

［助成率］浜田市の助成額の1/2

34 「しまねの魚」消費 9,249 「しまねの魚」の消費拡大のため、消費者 農林水産部

拡大促進事業 ニーズに対応した競争力のある商品づくり [水 産 課]

や販路拡大、魚食普及活動に必要な経費の

一部を助成

［実施主体］ＪＦしまね等

［助成率］

ソフト事業 1/2以内

ハード事業 1/3以内

35 地産地消推進事業 13,290 H26年度に新たに策定した「島根県地産 農林水産部

地消促進計画」に基づく取組を推進 [しまねブラ

①「食」の総合ポータルサイトの開設と ンド推進課]

情報発信

②「地産地消推進店」の普及

③食品加工事業者による地元農林水産物

の利活用に向けた体制づくり

④販路拡大、観光誘客、賑わい創出を目

的とした「マルシェ」の推進

⑤観光関連施設（宿泊施設、飲料店等）

での地元食材の活用推進

⑥県産品展示商談会の開催、各圏域での

取組推進
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

36 県産品販路拡大事業 56,718 県内工芸品、県産農林水産物及びその加 農林水産部

工品などの販路拡大を図るため、大消費地 商工労働部

を対象に事業者が取り組む販売促進活動を [しまねブラ

支援 ンド推進課]

①未来へつなぐ工芸品総合振興事業

県内工芸品産業の商品開発、販路拡

大、担い手確保・育成、情報化を総合

的に支援 【新規】

②農林水産物の販路拡大事業

首都圏からのバイヤーの招致や県産

品販売パートナー店を活用したフェア

の開催等を支援

③県産品ブラッシュアップ支援事業

消費者ニーズの商品開発への反映や

商品コンセプトづくりを支援

④ご縁の国しまね連携事業

観光キャンペーンと連携し、県産品

の販路拡大を支援
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Ⅰ 活力あるしまね
３．観光の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

37 “神々”と“ご縁” 414,154 “神々”と“ご縁”をキーワードに観光 商工労働部

観光総合対策事業 誘客を促進 [観光振興課]

①青柳翔(劇団 EXILE)、AKIRA(EXILE)と

小林直己(EXILE/三代目 J Soul Brothers)、

３人のイメージキャラクターを中心と

したご縁の国しまねプロモーションを

展開【新規】

②「縁結び」や「神楽」など地域の魅力

を活かした観光地・観光商品づくり

・「ご縁」や「神々」のイメージを体感

できる旅行商品造成等を支援

・石見神楽による誘客を推進するため、

受入環境の整備、情報発信等を支援

・観光事業者が行う観光地づくりの新た

な取組を支援

・県外から島根県を訪れる貸切バスツア

ーの経費の一部を助成 【新規】

・広域周遊バスの運行助成や交通機関と

連携した旅行商品の造成

・観光ガイドを活用した、まちあるき観

光の推進

③観光産業を担う人材育成や市町村観光

協会のコーディネーター設置等を支援

④ＭＩＣＥや教育旅行など本県にとって

伸びしろのある新市場の開拓

⑤古代歴史文化をテーマとした情報発

信、観光誘客の促進

［債務負担行為の設定］

・H28年4月から切れ目のない誘客を図る

ため、ご縁の国しまねプロモーション

の2年契約の締結や、旅行商品の造成

支援をH27年度から着手

・設定額 133,700千円（H28）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

38 しまね観光誘客推進 253,568 観光産業や地域が有する課題に対応する 商工労働部

事業 個別対策を実施し、安定的・継続的な観光 [観光振興課]

誘客を推進

①高速道路を活用した誘客対策

②閑散期の誘客対策

③石見地域の誘客対策

④隠岐地域の誘客対策

⑤他県との連携による誘客対策

⑥観光案内板等の基盤整備への支援

⑦映画作品とタイアップした情報発信

［債務負担行為の設定］

・H28年4月から切れ目のない誘客を図る

ため、旅行商品の造成支援をH27年度

から着手

・設定額 8,000千円（H28）

39 外国人観光客誘致対 96,851 増加が見込まれる外国人観光客誘致に向 商工労働部

策事業 けた取組を強化 [観光振興課]

①アジア地域からの観光客誘致に向けた

広告宣伝や旅行エージェントへのセー

ルス活動、団体客誘客への支援

②国外から島根県を訪れる貸切バスツア

ーの経費の一部を助成 【新規】

③民間事業者の観光誘客活動への支援

④観光施設等へのＷｉＦｉスポット整備

への支援と情報発信

⑤境港の大型クルーズ船の受入体制整備

とプロモーション

⑥個人旅行客の誘致に向けた個人旅行向

け情報媒体への広告掲載等

⑦韓国、台湾に加えて東南アジア（タイ）

に情報発信拠点を設置し、情報収集・

発信、現地旅行会社を開拓 【新規】

［債務負担行為の設定］

・H28年4月から切れ目のない誘客を図る

ため、旅行商品の造成支援をH27年度

から着手

・設定額 4,520千円（H28）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

40 県内航空路線利用促 32,000 萩・石見空港の東京線２便化の継続及び 商工労働部

進（観光振興）事業 大阪線の定期便運航再開に向けた観光誘客 [観光振興課]

や石見地域の観光魅力づくりを推進

①首都圏からの個人観光客を対象として

旅行会社等と連携した旅行商品を造成

②民間主体による石見地域の新たな観光

メニューづくりを支援

［債務負担行為の設定］

・H28年4月から切れ目のない誘客を図る

ため、旅行商品の造成支援をH27年度

から着手

・設定額 14,000千円（H28）
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Ⅰ 活力あるしまね
４．中小企業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

41 中小企業制度融資 62,384,694 H21年度に拡大した融資枠を確保し、中 商工労働部

小企業の資金繰り等を支援 [中小企業課]

①中小企業制度融資枠 650億円

②新規資金メニューの創設等

・円安等による原材料価格高騰による資

金繰り支援のため「円安等対策資金」

を創設 【新規】

42 地域商業等支援事業 68,000 商業者等が行う地域商業の振興や買い物 商工労働部

不便地等の商業機能維持に向けた取組を市 [中小企業課]

町村と共に支援

①小売店等の開業費等を助成

［県助成率］ソフト1/3、ハード1/4

［県上限額］100万円（買い物不便対策

案件は500万円）

［対象者の拡大］

・事業承継を対象に追加

・市町村が認めた買い物不便対策案件

について、中小企業に限らず支援

②街路灯、アーケード等共同施設の整備

費を助成

［県助成率］1/4

［県上限額］500万円

③移動販売車の整備・運営費を助成

［県助成率］1/4（運営費は定額助成）

［県上限額］100万円（運営費は5万円）

※いずれも上限額の範囲内で市町村負担

額と同額を助成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

43 中小企業経営力強化 192,588 全国的な景気回復の動きも、県内では一 商工労働部

重点支援事業 部の企業にとどまり、経営状況の厳しい企 [中小企業課]

業との二極化の状況が続いているため、地

域の中核的企業の育成、起業・創業の促進

及び事業承継の円滑化、事業再生の強化の

支援を1年間延長

①経営力強化アドバイザー派遣事業

・意欲と能力のある地域の中核的企業の

育成又は経営状況が悪化した企業の事

業再生を支援

・円安等を受けたコスト上昇による資金

繰りの対応や経営改善の取組を必要と

する企業の計画策定等を支援

②経営安定支援事業

経営が悪化した企業の事業再生等の

ため商工団体に専門員を配置して支援

③経営指導員等支援力向上事業

中核的企業の育成のため、商工団体

の経営指導員等の支援能力向上を支援

④中小企業競争力・収益力強化支援事業

経営革新計画の承認を受けようとす

る企業に対して所要経費を助成

[対象] 商品改良・開発、販路開拓等

[助成率] 1/2

[上限額] 500万円
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Ⅰ 活力あるしまね
５．雇用・定住の促進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

44 ふるさと島根定住推 675,033 ふるさと島根定住財団を中心に、市町村 地域振興部

進事業 や関係団体との連携によりＵＩターンを促 [しまね暮ら

進するための施策を推進 し推進課]

①情報発信

・情報誌の発行、専門情報誌への掲載、

ふるさと情報登録の充実

・ＵＩターン総合情報サイト「くらしま

ねっと」の無料職業紹介システム改修

【新規】

②相談・人材誘致

・しまね型仕事創生事業 【新規】

市町村が行う雇用創出の仕組みづく

りを支援

［補助率］2/3

・社会人ＵＩターン希望者向け企業面接

会を首都圏で開催 【新規】

・定住アドバイザー、人材誘致コーディ

ネーターの配置

③交流・体験

・ＵＩターン人材確保就業支援【新規】

企業への就業体験を一定期間提供

し、県内への就業を支援

・産業体験を行う者に対し滞在費を助成

［助成金額］

実家以外12万円/月、実家6万円/月

④職業

・無料職業紹介、農林業等の基礎講座

・新規学卒者雇用促進支援 【新規】

企業が行う地域の実情を踏まえて雇

用機会を創出する取組を支援

⑤住居確保

・空き家情報の提供

・市町村がＵＩターン者向け住宅として

空き家を活用する場合に改修費を助成

⑥受入体制強化

・市町村定住交付金 【新規】

市町村が行う定住体制、雇用体制の

整備を支援

・地域づくり活動を行うＮＰＯやボラン

ティア団体等に対し、初期経費や新た

な活動経費を助成
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

45 若年者の雇用対策事 60,760 若年者と県内企業のマッチング支援を強 商工労働部

業 化することにより、県内就職を促進 [雇用政策課]

①インターンシップの支援 【新規】

自宅からの参加が困難な県内の高校

生と大学生等のインターンシップ参加

経費等を助成

［研修期間］

・高校生 5日間以内

・大学生等 10日間以内

・IT技術を学ぶ大学生等 21日以内

［助成内容］

・高校生 宿泊費・旅費

・大学生等 宿泊費（1/2)

・IT技術を学ぶ大学生等

宿泊費（1/2)

技能習得支援金 2,000円/日

②就労体験の支援

就業経験の浅い若年未就業者に対し

て、企業等における就労体験の機会を

提供

［体験期間］

・長期体験 3ヶ月～1年

・短期体験 10日～1か月

［体験者への助成内容］

・長期体験 12万円/月

・短期体験 奨励金 2,400円/日

［受入先への助成内容］

・長期体験 3万円/月

・短期体験 1.2万円/回

③企業情報発信力の強化 【新規】

「しまね就活情報サイト」の企業情

報の充実・情報発信力の強化

46 新卒・若年者研修支 15,470 県内企業の人材育成を支援し、採用意欲 商工労働部

援事業 を高めるとともに、人材の定着、技能承継 [雇用政策課]

を推進するため、新卒・若年者を対象とし

た研修を実施

①内定者、新人・若年者を対象に社会人

としての基礎的研修を実施

②企業が国の実践型人材養成システムを

活用して取り組む企業外研修を高等技

術校で実施
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

47 若年無業者の職業的 14,975 若年無業者の職業的自立に向け、地域若 商工労働部

自立支援事業 者サポートステーションを設置し、相談か [雇用政策課]

ら自立支援まで一貫して実施

①地域若者サポートステーションを東部

(松江市)、西部(浜田市)に設置

②カウンセリング、自立支援プログラム

の実施

③支援機関とのネットワーク整備

④長期ニート等訪問支援

48 新規 人材不足・定着対策 47,140 企業における人材不足対策や若年者の職 商工労働部

事業 場への定着率の向上対策を実施 [雇用政策課]

①中高年齢者の就職相談・職業紹介事業

中高年齢者を対象とした就職相談窓

口を設置し、就職希望者と企業ニーズ

のマッチング事業の相談体制を強化

［設置予定］H27年10月

［債務負担行為の設定］

・設定額 70,084千円（H28～29）

②企業の若年者定着実践支援事業

社員の定着に意欲のある企業の人材

定着プログラムの作成をモデル的に支

援

［支援内容］専門家の派遣

経営者・社員合同研修会

③中小企業人材定着支援事業

入社後２～３年目の社員を対象とし

たセミナーの開催

49 産業人材育成・確保 37,961 県内各地域において産学官連携のさらな 商工労働部

事業 る推進により産業人材を育成確保 [雇用政策課］

①産業人材育成コーディネーターの配置

②地域産学官連携組織が実施する人材育

成に係る取組への支援

③若手経営者向け「人財塾」の開催

④理工系人材確保に係る取組への支援

⑤産業人材の職場定着に向けた企業の人

材育成力向上セミナーの開催
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

50 新規 地域しごと支援事業 240,000 国の基金事業で実施してきた雇用対策を 商工労働部

地域の実情に合わせて実施手法等を見直し [雇用政策課］

たうえで継続

①人材の育成・確保

②しごとの魅力向上

51 障がい者の雇用促進 88,757 障がい者の適性と能力に応じた雇用機会 商工労働部

・安定事業 を確保し、障がい者の雇用を促進 [雇用政策課]

①特例子会社等の設立支援

②障がい者雇用促進・啓発

③障がい者が就職に必要な知識や能力を

習得するための職業訓練を実施

・東部高等技術校介護サービス科

・西部高等技術校総合実務科

④障がい者委託訓練

企業等に委託して職業訓練を実施

⑤訓練手当

雇用保険の受給資格がない人に対し

て訓練手当を支給し、職業訓練の受講

を支援
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Ⅰ 活力あるしまね
６．産業基盤の維持・整備

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

52 県内航空路線の維持 144,000 県内航空路線の維持・拡充を図るため、 地域振興部

・拡充事業 県内３空港の利用促進協議会が実施する利 [交通対策課]

用促進対策を支援

①萩・石見空港東京線２便体制維持対策

②出雲空港名古屋線開設支援 【新規】

等

[事業内容]

旅行商品の造成支援、ＰＲ対策等

53 萩・石見空港東京線 債務負担行 「羽田発着枠政策コンテスト」の採択に 地域振興部

２便化支援事業 為 よる東京線の増便を受け、全日本空輸(株) [交通対策課］

の運航を、萩・石見空港利用拡大促進協議

会と協調して支援

［債務負担行為の設定］

利用拡大促進協議会の幹事市町が発行

する過疎対策事業債（ソフト分）の元利

償還額（実負担）の一部を助成

［助成先］幹事市町

［助成率］実負担の1/2

［設定額］45,000千円（H28～29）

54 国際チャーター便支 8,200 外国からの観光誘客を図るため、県内空 地域振興部

援事業 港を利用する国際チャーター便を支援 [交通対策課］

①航空会社に対する着陸料・航行援助施

設利用料の助成

［助成率］3/4（上限20万円/回）

②旅行会社に対する旅行商品造成の支援

［助成額］

5,000円/島根県内宿泊のツアー客
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

55 隠岐航路運航維持事 133,090 隠岐島民の生活を支える隠岐の海上交通 地域振興部

業 確保を図るため、船舶の導入や運航に要し [交通対策課]

た経費の一部を助成

①船舶の導入に対する支援

フェリーおきの購入、超高速船及び

島前内航船整備に要する財源として、

隠岐４町村が借り入れた過疎債の元利

償還金の一部を助成

②船舶の運航に対する支援

・島前内航船運航支援

島前町村組合が運航する島前内航船

の運航費にかかる毎年度の欠損額の一

部を助成

・超高速船運航支援

H26年3月から運航を開始した超高速

船レインボージェットの安定的な運航

を図るため、指定管理料に対する隠岐

４町村の実負担の一部を助成

［運航主体］隠岐汽船（株）

船舶を所有する隠岐広域連合から

の指定管理
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
１．安全対策の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

56 震災・風水害等災害 34,104 東日本大震災等を踏まえて、H25年度に 防 災 部

対策事業 改訂した地域防災計画等に沿って、地域住 [防災危機管

民と一体となって災害に備えた対策を実施 理課]

①防災訓練の実施

（情報伝達、避難訓練、応急対策等）

・広域的大規模災害を想定した実働訓練

・中国5県共同防災訓練

②防災研修の開催等

・地域防災人材育成研修

・消防団員の知識習得・技術向上研修

・自主防災組織のリーダー等への防災安

全講習会を開催

③防災備蓄物資の更新・補充

防災備蓄物資整備計画で想定する備蓄

物資を更新・補充

④市町村等の防災力向上支援

・情報連絡員用タブレット端末整備

・三瓶山の情報共有のための講演会等の

開催 【新規】

57 原子力防災・安全対 941,113 原子力災害の発生に備え、要援護者屋内 防 災 部

策事業 退避施設等の備蓄物資の整備、環境放射線 [原子力安全

等監視、住民避難体制等を充実 対策課]

①モニタリング機能の強化

・簡易型モニタリングポストの整備

・環境放射線情報システムの機器更新

・大気中放射性物質測定機器の更新

②2県6市による防災訓練の実施

初動対応、住民避難、緊急時モニタ

リング等

③普及啓発の実施

広報誌やパンフレット等の作成配布、

講演会の開催など
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

58 防災行政無線の整備 1,524,000 県防災行政無線（衛星系、端末系）の老 防 災 部

朽化に伴い、デジタル化及びＩＰ化更新を [消防総務課]

実施

［事業期間］H27～29

［H27実施内容］

①県庁設備 227,000

②市町村・消防本部 1,064,000

③県地方機関等 233,000

59 県庁舎等耐震改修事 549,267 島根県建築物耐震改修促進計画等に基づ 総 務 部

業 き、震災時においても災害対策の中枢機能 [管 財 課]

等を確保できるよう、本庁舎等の耐震改修 健康福祉部

を実施 [健康福祉総

［事業期間］H22～27 務課]

［H27実施施設］ 警 察 本 部

①耐震改修工事

第二分庁舎、保健環境科学研究所、警

察本部庁舎

60 県庁舎等非常用発電 76,187 島根県地域防災計画において、災害時の 総 務 部

設備整備事業 活動の中枢施設等に位置づける県庁舎等に [管 財 課]

非常用発電設備を整備

［事業期間］H25～27

［H27実施施設］

第二分庁舎

61 貯水槽及び緊急遮断 147,469 島根県地域防災計画において、災害時の 総 務 部

弁整備事業 活動の中枢施設等に位置づける県庁舎等に [管 財 課]

貯水槽及び緊急遮断弁を整備

［事業期間］H27～28

［H27実施施設］

東庁舎、分庁舎、第二分庁舎、出雲合庁、

川本合庁
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

62 島根県民会館整備費 71,091 耐震補強工事を実施するとともに不足し 環境生活部

ている設備を増設 [文化国際課]

［事業期間］H28年1月～10月

［実施内容］

・躯体の補強

・大・中ホールの吊り天井改修

・エレベーター設置

・トイレの増設 等

63 障がい者施設等耐震 443,839 障害者支援施設等における耐震化整備費 健康福祉部

化等整備事業 等の一部を助成 [障がい福祉課]

（国基金事業） [助成率］3/4

64 建築物等地震対策促 10,000 国の新耐震基準導入(S56年)以前に建築 土 木 部

進事業 された木造住宅の耐震化を促進するため、 [建築住宅課］

補強計画策定や改修等の経費を助成

［実施主体］市町村

［上限額］

・補強計画策定 100,000円/戸

・耐震改修 282,750円/戸

・解体 100,000円/戸

・普及啓発 100万円/市町村

65 緊急輸送道路沿いの 13,004 地震災害時に人命救助活動等に必要な物 土 木 部

特定建築物に対する 資、要員等の広域的な緊急輸送を行う道路 [建築住宅課］

耐震診断助成事業 を閉塞させる恐れのある建築物の耐震診断

費の一部を助成

［対象施設］

国の新耐震基準導入(S56)以前に建築

された緊急道路沿いで3階建以上かつ

1,000㎡を超える特定建築物

［負担割合］国1/3、県1/3、事業者1/3

［上限額］1,030円/㎡～2,060円/㎡以内
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

66 要緊急安全確認建築 302,000 地震災害時に特に安全性が求められる大 土 木 部

物に対する耐震診断 規模な建築物の耐震診断費・改修費の一部 [建築住宅課］

・改修助成事業 を助成

［対象施設］

国の新耐震基準導入(S56)以前に建築

された不特定多数の者が利用する大規

模建築物

①診断費助成

［負担割合］国1/2､県1/4､市町村1/4

［上限額］1,030円/㎡～2,060円/㎡以内

②改修費助成 【新規】

［負担割合］国1/3､県1/6､市町村1/6

［上限額］48,700円/㎡以内

67 風雪害等による農業 300,000 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費に 農林水産部

施設等復旧対策事業 対する助成枠を計上 [農畜産振興課]

68 農畜産物の放射性物 55,651 福島第一原子力発電所事故の影響による 農林水産部

質検査等事業 県産肉用牛の風評被害の防止や安全性を確 [農畜産振興課]

認するため、県内でと畜する肉用牛全頭に

ついて放射性セシウム検査を実施

69 新型インフルエンザ 201,426 新型インフルエンザ等の感染症発生時に 健康福祉部

の初動対策等事業 適切に対処するための体制整備 [薬事衛生課]

①初動対応体制の確保

帰国者接触者相談センターの設置、

ウィルス検査及び感染拡大防止対策経

費

②空床確保

県の要請により重症患者等の受入の

ために空床を確保した医療機関を支援

70 消費者行政推進事業 35,000 消費者相談体制の強化、消費者被害の防 環境生活部

止等に向けた取組を強化 [環境生活総

①県事業 務課]

・消費者教育・普及啓発の推進

②市町村事業（市町村への助成）

・市町村の消費者相談窓口の機能強化
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

71 江津家畜保健衛生所 80,689 江津家畜保健衛生所の川本合同庁舎への 農林水産部

整備事業 移転整備 [食料安全推

［事業期間］H26～28 進課]

72 警察署等整備事業 3,100,746 ①浜田警察署の移転改築 2,715,630 警 察 本 部

・総事業費：約38億円

・H25:用地取得、実施設計等

・H26～27：建設工事

H27：新庁舎へ移転

H28：現庁舎解体工事

②雲南警察署掛合広域交番建替 95,663

・総事業費：約1.8億円

・H25：実施設計

・H26：仮庁舎へ移転、建設工事

・H27：建設工事、新庁舎へ移転

③交番・駐在所の整備 271,661

・築後30年以上経過し老朽化した交番、

駐在所を計画的に整備

・新築4か所、用地取得4か所

④機動隊等移転改築 17,792

・移転に向けた用地調査費 【新規】

73 新規 県有施設長寿命化推 1,542,890 県有施設の長寿命化を図りながら、施設 総 務 部

進事業 の修繕を平準化するため維持保全計画を策 [管 財 課]

定し計画的な修繕を実施

①施設の維持修繕 1,525,568

②維持保全計画を作成 17,322

［計画策定時期］

警察本部 H27

教育委員会 H27～28
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
２．健康づくりと福祉の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

74 障がい者の自立に向 692,778 １ 地域生活移行支援 健康福祉部

けた特別支援事業 ①相談支援体制の整備 [健康推進課]

②グループホームの整備 [障がい福祉課]

③障害者就業・生活支援センターの運営

・雇用の場の拡大を図るため、障がい者

雇用促進支援員を配置

・就労を希望する障がい者の就労能力の

見極めを行うことにより適切な就労系

サービス利用を支援

④就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバイ

ザー派遣等を実施

・受注拡大のためのコーディネーターを

配置

⑤障がい福祉と農業の連携促進

工賃向上に向け、農業技術の指導な

ど福祉施設と農業分野の連携により農

業就労を促進

⑥就労機器購入費の助成

⑦地域生活への移行と地域での生活の支

援

２ 極めて重度の障がい児(者)への支援

①在宅サービス提供体制整備への支援

②在宅重症難病患者に対する一時入院の

支援

③強度行動障がい者支援のための支援ア

ドバイザー配置、特別支援居室整備

④障がい児(者)の治療費用の負担軽減

３ 多様な障がいに対する支援

①発達障害者支援センターでの相談・就

労支援を実施

②心の問題を抱える子どもが、身近な地

域で早期に専門的な診療などの支援が

受けられる環境を整備

③高次脳機能障がい者への支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

75 介護人材確保・定着 173,134 高齢化の進展や介護人材の不足に対応す 健康福祉部

事業 るため、将来を見据えた計画的な福祉・介 [地域福祉課]

（一部国基金事業） 護人材確保を図るための対策を実施 [高齢者福祉課]

①意識啓発の推進

・介護の魅力のＰＲや学生向けセミナー

等を開催

・中高生の介護施設での職場体験を実施

②人材の確保

・県内外の介護福祉士養成施設の学生向

けに離島・中山間地域での就業体験の

場を提供 【新規】

・離島・中山間地域で行う介護福祉士実

務者研修のスクーリングに係る経費を

助成

・訪問看護ステーションにおける潜在看

護師の雇用に係る経費を助成

・訪問看護師志望者への体験会開催等

・新任介護職員を対象とした介護資格取

得を支援

・未就業女性や中高年男性等を対象とし

た介護資格取得を支援

・無料職業紹介、就職フェア開催、人材

マッチング支援

③人材の定着

・現任介護職員の看護資格取得を支援

・現任介護職員を介護福祉士実務者研修

に派遣する間の代替職員経費を助成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

76 地域包括ケア推進事 92,820 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自 健康福祉部

業 立した日常生活を営むことができるよう、 [高齢者福祉課]

医療、介護、予防等のサービスを切れ目な

く提供する「地域包括ケアシステム」の構

築を推進

①訪問看護ステーションの機能強化を支

援

②地域包括ケアシステム構築に係る市町

村の取組を支援

③訪問看護師の確保対策(№75再掲)

・訪問看護ステーションにおける潜在看

護師の雇用に係る経費を助成

・訪問看護師志望者への体験会開催等

④新任介護職員を対象とした介護資格取

得を支援(№75再掲)

77 医療介護総合確保促 727,236 新たに開始される介護分野での国の支援 健康福祉部

進事業（介護分） 制度を活用し、介護施設の整備や介護従事 [高齢者福祉課]

（国基金事業） 者の確保に向けた取組を支援

①介護施設等整備事業

・小規模特別養護老人ホーム等の整備を

支援

②介護施設等整備推進事業

・特別養護老人ホーム等の開設を支援

③訪問看護師の確保対策(№75再掲)

・訪問看護ステーションにおける潜在看

護師の雇用に係る経費を助成

・訪問看護師志望者への体験会開催等

④現任介護職員の看護資格取得を支援

(№75再掲)

78 療養病床再編推進事 113,500 医療機関が医療療養病床を介護施設等へ 健康福祉部

業 転換する場合の整備費の一部を助成 [高齢者福祉課]

［助成先］1病院
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

79 食育推進基盤整備事 8,354 健康を支える食育についての体験活動や 健康福祉部

業 情報提供、普及啓発等を推進 [健康推進課]

①「しまね食育情報総合サイト」を活用

し、食育情報を発信

②健康な食（うすあじの食事）について、

スーパー等と連携した普及啓発、うす

あじ料理研究事業、うすあじ生活大募

集等の取組を実施

③食育まつりの開催による体験活動の推

進や食育の日、食育月間のＰＲ等によ

る普及啓発を実施

④市町村等の栄養士、民間企業、団体、

ボランティア等を対象とした人材育成

のための研修を実施

⑤健康づくり応援店拡大による栄養情報

の提供を通じた食生活の改善

⑥活動事例の収集と情報提供による食育

活動の活性化

⑦郷土食、伝統食を伝承するための活動
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
３．医療の確保

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

80 地域医療再生計画関 1,740,130 医師をはじめとする医療従事者の育成・ 健康福祉部

連事業 確保や医療機関の施設・設備整備など、地 [医療政策課]

（一部国基金事業） 域医療提供体制を整備 [健康推進課]

１ 医師確保対策

医師を『呼ぶ』『育てる』『助ける』対策

①県内医療機関に産婦人科医を供給して

いる大学の医師育成を支援

②一般社団法人しまね地域医療支援セン

ターにおける若手医師のキャリア形成

を支援

③島根大学医学部への寄附講座の設置

④医学生向け奨学金の貸与

２ 看護職員確保対策

①県内就業の促進

看護師・助産師として県内就業を目

指す看護学生に修学資金を貸与

②新人看護職員の離職防止対策

新人看護職員やその指導者を対象と

した研修を実施

③助産師確保対策

新任期・キャリアアップ期の実務研

修を医療機関の相互協力により実施

３ がん対策

地域のがん診療機能の向上及びがん

看護・がん相談の質の向上を支援

４ 在宅医療の推進

①各医療圏域における在宅医療コーディ

ネーターの配置を支援

②訪問看護師や訪問看護ステーション管

理者の研修を実施

③在宅医療分野へのまめネットの拡大を

支援

５ まめネットを活用した地域医療支援

①ネットワーク基盤整備、運営費を助成

②病院、診療所、薬局等がまめネットに

接続するための初期費用を助成

６ ドクターヘリの運航

中国５県の広域連携における費用負担

を、出動県負担から要請県負担へ変更
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

81 地域医療を支える医 732,685 離島・中山間地域及び産科、小児科等の 健康福祉部

師確保養成対策事業 特定診療科における深刻な医師不足に対応 [医療政策課]

（一部国基金事業） するため、医師確保養成対策を実施 [健康推進課]

１ 継続事業分 421,483

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・全国からの医師招聘に向けた情報収集

や県外医師との出張面談

・地域医療機関での勤務を前提に県立病

院での専門研修

・全国から医師を呼び県内医療機関視察

ツアーを実施

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・県内の地域医療に携わる意志のある医

学生向け奨学金

・中高生の医療現場体験の実施

・自治医科大学運営費の負担

・一般社団法人しまね地域医療支援セン

ターにおける、診療科単位のネットワ

ーク形成、研修会開催等を支援

③地域勤務医師を『助ける』対策

・公立産科病院に対する支援

・若手産科医師の研修実施

・分娩業務等手当の支援

・しまね地域医療支援センター内に女性

医師等のための復職相談窓口を設置

２ 地域医療再生計画関連事業分

(№80再掲) 311,202

医師を『呼ぶ』『育てる』『助ける』対策

①県内医療機関に産婦人科医を供給して

いる大学の医師育成経費を支援

②一般社団法人しまね地域医療支援セン

ターにおける、若手医師のキャリア形

成支援

③島根大学医学部への寄附講座の設置

④医学生向け奨学金の貸与

- 38 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

82 看護職員等確保対策 584,247 適切な医療提供体制を確保するため、看 健康福祉部

（一部国基金事業） 護職員の確保対策を実施 [医療政策課]

[健康推進課]

１ 継続事業分 535,425

①県内進学の促進

・県立高等看護学院(松江・石見)の運営

・民間看護師等養成所の運営費を助成

②県内就業の促進

県内就業を目指す看護学生に修学資

金を貸与

③離職防止

・若手看護職員のストレス軽減を目的と

した研修や離職防止の取組への支援

・民間病院の院内保育所運営費を助成

・医療勤務環境改善支援センターを設置

【新規】

④再就業の促進

・県ナースセンターにより潜在看護師等

を対象とした無料職業紹介を実施

・再就業支援講習会等を開催

⑤資質の向上

・新任時から管理者まで様々な段階にお

いて看護師等への研修を実施

・医療施設間における期間限定での助産

師出向・受入を支援 【新規】

・緩和ケア認定看護師を養成するコース

の開設準備

２ 地域医療再生計画関連事業分

(№80再掲) 48,822

①県内就業の促進

看護師・助産師として県内就業を目

指す看護学生に修学資金を貸与

②新人看護職員の離職防止対策

新人看護職員やその指導者を対象と

した研修を実施

③助産師確保対策

新任期・キャリアアップ期の実務研

修を医療機関の相互協力により実施
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（単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

83 しまねがん対策強化 107,729 質の高い医療の実現、がんの予防及び早 健康福祉部

事業 期発見の推進を図るため、総合的ながん対 [健康推進課]

（一部国基金事業） 策を実施

１ 継続事業分 80,329

①がん検診受診の促進

民間企業、患者会と連携した普及啓

発を実施

②がん検診の技術レベルの向上

医療従事者講習会、協議会等を開催

③がん医療水準の向上・情報提供の充実

・がん医療従事者の育成経費を助成

・がん診療連携拠点病院の機能強化に対

する支援

・地域がん登録の推進

・小児がん診療体制・医療連携体制構築

に向けたワーキンググループを開催

・小児がんに対する普及啓発を推進

④緩和ケアの推進

・緩和ケアに係る医師研修等を実施

・緩和ケアのアドバイザー的役割を担う

看護師の養成研修を実施

⑤患者団体等への支援

・患者団体の意見交換会、研修会の開催

・がん患者就労支援連絡会議の開催

・がん患者の就職相談等就労支援を強化

⑥県民への普及啓発の強化

がん関連図書の整備など普及啓発活

動

⑦がん教育の推進

・保健所から学校への出前授業等を実施

・各学校の取組を支援する教材を開発

２ 地域医療再生計画関連事業分

(№80再掲) 27,400

地域のがん診療機能の向上及びがん看

護・がん相談の質の向上を支援
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（単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

84 医療介護総合確保促 218,826 年度当初から取り組む必要がある医療分 健康福祉部

進事業（医療分） 野の継続事業等のほか、介護との連携に向 [医療政策課]

（国基金事業） けて市町村の取組を促す制度を創設 [健康推進課]

①医師確保・定着(№81一部再掲)

・全国から医師を呼び県内医療機関視察

ツアーを実施

・一般社団法人しまね地域医療支援セン

ターにおける、診療科単位のネットワ

ーク形成、研修会開催等を支援

・分娩業務等手当の支援

・しまね地域医療支援センター内に女性

医師等のための復職相談窓口を設置

・小児救急電話相談(#8000)を実施

②看護師確保・定着(№82再掲)

・民間看護師等養成所の運営費を助成

・民間病院の院内保育所運営費を助成

・医療勤務環境改善支援センターを設置

【新規】

・再就業支援講習会等を開催

・緩和ケア認定看護師を養成するコース

の開設準備

③がん対策(№83再掲)

・緩和ケアのアドバイザー的役割を担う

看護師の養成研修を実施

④在宅医療

歯科医師会に在宅歯科医療連携室を

設置し患者・家族等からの相談へ対応

⑤市町村が行う在宅医療推進に向けた取

組への支援 【制度創設】

・条件不利地域での訪問診療・訪問看護

を確保するための支援

・条件不利地域における訪問看護ステー

ションのサテライト（支所）設置経費

の一部を助成
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
４．子育て支援の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

85 新規 平成の縁結び応援事 74,369 未婚・晩婚化対策として、それぞれの年 健康福祉部

業 代のニーズに応じた結婚対策を強化 [青少年家庭課]

①島根はっぴぃこーでぃねーたー事業

結婚ボランティア「島根はっぴぃ

こーでぃねーたー（はぴこ）」の活動

支援、はぴこ増員、定期結婚相談等

②結婚支援センター（仮称）の設置

結婚に関する相談、「はぴこ」紹介、

情報提供をワンストップで行う常設の

支援センターを設置

③結婚応援企業・企業内「はぴこ」登録

養成事業

・従業員等の結婚支援を行う結婚応援企

業の募集、登録

・企業内、企業間での結婚支援を行う企

業内「はぴこ」を設置、養成

④しまね縁結び応援事業（市町村等助成）

市町村や企業、はぴこ等が行う独身

男女の出会いの場づくりの活動を支援

⑤出会いイベントコーディネーター養成

事業

市町村や企業が行う出会いイベント

等をコーディネートする人材を育成

⑥結婚ポジティブキャンペーン

若者の結婚に対する理解や関心を高

めるための広報、シンポジウムを開催

⑦ライフプラン設計講座

高校生、大学生等を対象に結婚、子

育て等のライフプラン設計に関する講

座を開催

⑧結婚に関する意識調査

県内独身男女を対象に結婚に関する

意識調査を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

86 子ども・子育て支援 3,775,689 待機児童を解消するとともに、多様な保 健康福祉部

新制度事業 育・教育を受けることができるよう「量の [青少年家庭課]

拡充」と「質の向上」に向けた給付及び支

援事業を実施

①施設型給付

私立保育所等の運営に要する経費の

県負担分を市町村へ給付

［負担割合］国1/2,県1/4,市町村1/4

②地域型保育給付

20人未満の小規模保育等の運営に要

する経費の県負担分を市町村へ給付

［負担割合］国1/2,県1/4,市町村1/4

③地域子ども・子育て支援事業

一時預かり事業、延長保育事業、放

課後児童クラブ等に要する経費の県負

担分を市町村へ補助

［負担割合］国1/3,県1/3,市町村1/3

87 保育士の確保・定着 132,370 保育環境の充実を図るため、保育士の確 健康福祉部

支援事業 保・定着に向けた取組を推進 [青少年家庭課]

①保育士の確保対策 総 務 部

・潜在保育士等の就業支援を行う、保育 [総 務 課]

士・保育所支援センターの運営経費を 教育委員会

助成 [学校企画課]

・保育士養成施設の学生等を対象とした

就職説明会、県外ガイダンスを実施

・保育士養成施設入学者に対し修学資金

を貸付

②保育士等の定着対策

・保育の質向上のための研修経費を助成

・保育所や認定こども園等の勤務者が必

要とする資格の取得を幅広く支援

・放課後児童クラブに勤務する放課後児

童支援員等への研修を実施

・私立保育所保育士の産休時等における

代替職員確保に要する経費を助成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

88 保育所等整備支援事 971,274 保育所の整備や放課後児童クラブの施設 健康福祉部

業 整備を支援 [青少年家庭課]

①保育所整備

創設・改築・修繕を支援

［負担割合］

国1/2、市町村1/4、事業者1/4

②放課後児童クラブ施設整備

拡張・改築を支援

［負担割合］

国1/3、県1/3、事業者1/3

③特別保育推進（環境改善事業等）

障がい児保育等に対応するため改修

等を支援

［負担割合］

国1/3、県1/3、市町村1/3

89 しまねすくすく子育 152,368 子育て環境の充実を図るため、地域の実 健康福祉部

て支援事業 情やニーズに対応しながら、市町村やＮＰ [青少年家庭課]

Ｏ等の取組を支援し、島根らしいきめ細か

な子育て支援を推進

①しまねすくすく子育て支援事業費交付

金（メニュー方式）

国庫補助の対象とならない小規模な

ニーズや既存制度では対応できない子

育て家庭のニーズに対する市町村の取

組を支援

②民間団体支援事業

ＮＰＯ法人等が行う子育てイベント

やネットワーク化の支援、子育て家庭

への情報発信等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

90 子育て環境づくり事 9,906 家庭、地域、団体、企業と連携・協力し 健康福祉部

業 て「子育てするなら島根が一番」と感じら [青少年家庭課]

れる社会の実現を目指した取組を推進

①みんなで子育て応援事業

地域社会全体で子育てを応援する気

運の醸成とこっころパスポート事業の

更なる普及を推進

②仕事と家庭の両立支援事業

こっころカンパニー認定など、ワー

ク・ライフ・バランスを図る職場環境

づくりを推進

③イクメン・イクボス養成事業【新規】

育児への男性の参加を促すとともに

育児に対する職場の理解を得るため、

イクメン、イクボスを養成

91 第３子以降保育料軽 165,327 保育所等に入所している第3子以降の3歳 健康福祉部

減事業 未満の児童に係る保育料を軽減する市町村 [青少年家庭課]

を支援

[助成率] 1/2

92 子どもと家庭の相談 13,067 児童及び児童のいる家庭が身近なところ 健康福祉部

事業 で相談できる体制を整備 [青少年家庭課]

①電話相談事業 教育委員会

②児童相談所の機能強化 [教育指導課]

・嘱託顧問弁護士、嘱託精神科医の配置

・未成年後見人の確保

③市町村相談体制強化のための研修

④子どもの相談・支援機能強化事業

【新規】

・子どもや家庭に関する相談・支援機関

の連絡会議の設置

・アドバイザー（弁護士・児童心理等の

専門家）の配置
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
５．生活基盤の維持・確保

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

93 島根の未来実現事業 258,241 中山間地域の様々な課題に対して、県庁 地域振興部

部局が分野横断的に連携し、市町村等とと [しまね暮ら

もに課題解決の取組を推進 し推進課]

①しまねの郷づくりカルテを活用した中

山間地域対策

・中山間地区の状況把握や情報共有のた

めのカルテシステムの運用

・地域を担うリーダー養成等の人材育成

②高齢化や人口減少等が著しい公民館等

の範囲における、地域の課題解決の取

組への市町村の過疎対策事業債(ソフ

ト分)を活用した支援に対して、市町

村負担の一部を助成

[事業期間] H24～27

[取組数] H24～27の合計45地区

③住み続けるための中山間地域生活のサ

ポート

・市町村が地域住民、各種団体と連携し

て行う買い物弱者対策、生活交通対策

等の支援

［助成率］1/2

［上限額］4,000千円/地区

・廃校等を拠点として、サービスの集約

等により生活諸機能を維持するモデル

構築のため、改修費等を助成【新規】

［補助要件］事業費20,000千円以上

［補助率］1/2以内

［上限額］10,000千円/地区

④島根の子どもたちの隠岐体験学習

【新規】

夏休みを利用して、隠岐の自然・歴

史・文化等を学ぶ機会を提供

［学年］小学校4～6年、中学校1～3年

［人数］35人×4回の140人程度

⑤全県的な共通課題や圏域課題、市町村

毎の課題解決のための取組を支援

・県庁部局が連携した優良モデル事例の

創出

・市町村による課題解決の取組の支援

・地域に貢献する首都圏等からの外部人

材の確保や地域を担う人材の育成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

94 バス路線運行維持事 339,757 民間事業者や市町村によるバス等の路線 地域振興部

業 確保のために必要な経費の一部を助成 [交通対策課]

①広域バス路線維持費補助金

バス事業者が行う複数市町村に跨る

バス路線に対し、運行経費等を助成

②生活交通確保対策交付金

・広域通学系統維持交付金

県立高等学校への通学に日常的に利

用されている路線を対象に、市町村が

行う路線維持対策を支援

・通院系統維持交付金

広域的な範囲で医療を行う病院に接

続する路線を対象に、市町村が行う路

線維持対策を支援

・生活交通総合交付金

市町村が行う路線維持対策について

運行形態にかかわらず財政力に応じ支

援（市町村税の1％以上部分を交付）

③バス運行対策費補助金

バス事業者が行う広域的・基幹的な

バス路線に対し、国と協調して運行経

費等を助成

95 一畑電車運行維持事 270,238 沿線住民の日常生活に必要不可欠な一畑 地域振興部

業 電車の運行を維持するため、インフラ所有 [交通対策課]

権を移転しない上下分離方式により、「線

路・電路・車両の維持、修繕、更新経費」

を松江市、出雲市と共同で支援

①基盤設備維持費補助金

線路・電路・車両の維持、修繕、更新

［負担割合］県1/2、市1/2

②地域公共交通確保維持改善費補助金

安全性向上に資する設備の整備

［負担割合］国1/3、県1/3、市1/3
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

96 地域貢献型集落営農 54,000 集落の維持・活性化に貢献する「地域貢 農林水産部

連携・強化支援事業 献型集落営農組織」の育成、ＵＩターン者 [農業経営課]

を含めた雇用の受け皿づくり、多様な主体

との連携による新たな事業展開や地域マネ

ジメント組織への発展を支援

①育成・確保支援事業

・地域貢献型集落営農組織の設立支援

［助成率］1万円/10a

・組織の法人化を支援

［助成率］ハード 1/3

②経営多角化・地域貢献活動支援事業

・トロ箱栽培や都市交流活動など、経済

発展・生活維持・人材確保を支援

［助成率］経済発展活動 1/2

生活維持･人材確保 2/3

・経営多角化、担い手不在集落のサポー

ト活動支援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

③組織間連携・ネットワーク化支援事業

複数の組織等が連携して行う農作業

の協同化、事業拡大、人材の確保や地

域貢献活動を支援

［助成率］

・農作業の協同化等

ソフト 1/2、ハード 1/3

・地域貢献モデル事業 1/2

④フォローアップ支援事業

農業再生協議会(担い手部会)等が実

施するフォローアップ活動を支援

97 シカ適正管理対策委 30,704 出雲北山山地に生息するニホンジカを適 農林水産部

託事業 正な生息密度で管理するため、出雲北山山 [森林整備課]

地及び湖北山地における捕獲対策経費及び

両地域の農林作物被害の軽減を図るための

経費を助成

［委託先］出雲市ほか

［事業概要］

・生息頭数管理

・農林作物被害対策

・生息環境整備
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

98 中山間地域等直接支 1,565,689 平地地域と中山間地域等の農用地との生 農林水産部

払事業 産条件の格差に対し、交付金を交付 [農業経営課]

［4期対策期間］H27～31

［対象者］集落協定により5年以上継続し

て農業生産活動を行う農業者等

［負担割合］

区分 国 県 市町村

5法指定地域 1/2 1/4 1/4

5法外知事特認 1/3 1/3 1/3

5法内知事特認 1/2 1/4 1/4

5法指定地域とは、

特定農山村、振興山村、過疎地域、半島地

域、離島地域

99 多面的機能支払事業 1,284,444 農地の維持、水路や農道の補修等の地域 農林水産部

資源の向上を図る共同活動を支援 [農村整備課]

［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4

100 しまね長寿の住まい 175,000 既存一戸建て住宅のバリアフリー改修工 土 木 部

リフォーム助成事業 事に係る経費の一部を助成 [建築住宅課]

［助成戸数］500戸程度

［助成額］工事費の23％（上限40万円）

［事業主体］

(一財)島根県建築住宅センター

［事業期間］H27～29

101 ハートフルしまね事 41,511 ボランティア活動に意欲のある自治会等 土 木 部

業 が行う草刈や清掃等に対して助成や損害保 [道路維持課]

険料を負担 [河 川 課]

①道路 [港湾空港課]

・草刈 [砂 防 課]

100㎡当たり1回につき1,500円/団体 [都市計画課]

・清掃等

実費 上限1万円/団体

②河川、海岸、港湾施設、砂防施設

・草刈

200円/h/人

・清掃等

実費 上限1万円/団体
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Ⅲ 心豊かなしまね
１．教育の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

102 小・中学校少人数学 810,134 ①小学校1･2年生 教育委員会

級編制 小学校1･2年生の児童数が31人以上 [総 務 課]

の学校について、学校の実態等を踏ま [学校企画課]

え30人学級編制又はスクールサポート

事業(非常勤講師配置)を実施

［H27予定］30人学級編制 56人

ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄ事業 49人

②小学校3年生～中学校3年生

多様な児童生徒に対するきめ細かな

教育指導を充実するため、小学校3年

から中学校3年までの35人学級編制を

H26～H28の3年間で計画的に実施

［H27予定］94人（小3～5、中1･2で実施）

103 児童・生徒へのサポ 411,709 ①中学校クラスサポート事業 教育委員会

ート事業 不登校や問題行動が急増する中学１ [学校企画課]

年生を対象に、学習面・生活指導面か

らきめ細かい支援を行うため、必要性

の高い大規模校に非常勤講師を配置

［H27予定］36人(2学級あたり1人)

②特別な支援のための非常勤講師配置事

業(にこにこサポート事業)

・通常の学級にＬＤ(学習障がい)、ＡＤ

ＨＤ(注意欠陥多動性障がい)など特別

な支援を要する児童が在籍し、特に対

応が困難な小学校を対象に非常勤講師

を配置

［H27予定］100人

・児童生徒の障がいの多様性や突発的な

行動にきめ細かに対応するため、小中

学校の特別支援学級のうち多人数の学

級に非常勤講師を配置

［H27予定］10人

③学びの場を支える非常勤講師配置事業

（学びいきいきサポート事業）

自学教室等を設置して個別に指導を

行う必要のある中学校に非常勤講師を

配置

［H27予定］30人
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

104 離島・中山間地域の 32,018 離島・中山間地域において、高校と町村 教育委員会

高校魅力化・活性化 が連携して実施する高校魅力化・活性化の [学校企画課]

事業 取組を支援

［事業概要］

高校・町村関係者等で構成される組織

が策定する、高校魅力化・活性化計画に

基づく取組の活動費を助成

［事業対象校］

Ⅰ期校 横田、飯南、吉賀、津和野、

隠岐島前

Ⅱ期校 島根中央、矢上、隠岐

［事業期間］

Ⅰ期校 H23～25、H26～28

Ⅱ期校 H24～26、H27～29（延長）

105 高等学校等就学支援 1,069,693 １．高等学校等就学支援金（国10/10） 教育委員会

事業 高等学校に在籍する生徒等に就学支援 [学校企画課]

金を交付し家庭の教育費負担を軽減

２．その他の就学支援制度

①学び直しへの支援（国10/10）

高等学校を中途退学した者が再び学

び直す場合に36月経過後も2年間継続

して授業料を支援

②家計急変への支援（国1/2）

保護者の失職、倒産等による収入減

に対して授業料を支援

③奨学のための給付金（国1/3）

年収250万円未満の世帯の授業料以

外の教育費負担を軽減
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

106 悩みの相談・不登校 257,562 深刻化するいじめ、暴力行為、不登校等 教育委員会

対策事業 の課題に対し、未然防止や早期発見・改善 [教育指導課]

を推進

①生徒指導体制充実強化事業

・児童生徒の心の状態を客観的に把握す

るアンケートＱＵをいじめの未然防

止、早期発見等に活用

[小中学校]

全学年対象

市町村へ実施経費の1/2を助成

[高等学校]

1～2年生対象、年2回実施

・弁護士、臨床心理士等の外部人材をア

ドバイザーとして学校に派遣

・ネットパトロールを実施し、情報モラ

ル教育を推進

・「島根県生徒指導審議会」、「いじめ問

題対策連絡協議会」の開催

②悩みの相談事業

・スクールカウンセラー配置

・子どもと親の相談員配置

・いじめ相談テレフォン

・スクールソーシャルワーカー活用

・「こころ・発達」教育相談

③不登校対策推進事業

・教育支援センター(適応指導教室)の設

置及びひきこもりがちな児童生徒に対

する活動の機会の提供を支援

(10市町)

・連絡調整員の配置

中学校卒業者や高校中退者でひきこも

りの状態にある者に対する支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

107 明日のしまねを担う 50,686 ①「働くことを学ぼう」推進事業 教育委員会

高校生キャリア教育 専門高校を中心に、即戦力として活 [教育指導課]

推進事業 躍できる人材の育成

・短期、長期のインターンシップ

・高度技術習得、職業意識啓発セミナー

・県内企業見学

・産学官連携による課題研究

・県内就職促進のための学校企業連絡会

②「未来を描こう」推進事業

普通科高校を中心に故郷しまねを担

う意欲を持った人材の育成

・短期インターンシップ、社会体験

・地域理解、職業意識啓発セミナー

・地元産業を知るための県内企業見学

・産学官連携による理数科課題研究

・産学官連携による地域理解、地域活性

化

108 地域でつなぐキャリ 6,252 小学校・中学校・高等学校及び家庭・地 教育委員会

ア教育モデル事業 域との連携による「地域ぐるみで人材を育 [教育指導課]

てる」キャリア教育に取り組むモデル地区

を支援

［モデル地区］雲南、江津

・地区連携推進連絡会を組織し、取組の

プロセスと指導のあり方を研究・検証

・研究等の成果を「キャリア教育の手引

き」としてまとめ、県内に普及・活用

109 新規 食の縁結び甲子園事 7,552 全国の高校生を対象に、創造力、コミュ 教育委員会

業 ニケーション力の育成、島根の豊富な地域 [教育指導課]

資源の情報発信等を目的とし、島根の食材

と参加者の地域食材を融合させた料理コン

テストを開催

［H27年度］

平成28年度の全国大会開催に向けて、

中四国大会をプレ開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

110 学力育成推進事業 85,253 児童生徒の基礎的な知識・技能の定着や 教育委員会

活用力の伸長を図るため、市町村と連携し、[教育指導課]

学力の実態把握や授業の質の向上など、学

力育成の取組を推進

①学力の定着状況の把握

・小学3年生～中学3年生の全児童生徒を

対象に学力調査を実施

・高校1,2年生を対象に学力テスト及び

指導改善のための事業を実施

②教科リーダーの養成と活用

研修、セミナーを通じて、リーダー

教員の養成と県内教員の教科指導力を

向上

③学習プリント配信システムの活用

小学校へインターネットによる学習

プリントを配信

④学習を活用する力の育成

・しまね数リンピックの開催

・科学の甲子園（県予選）の開催

⑤教育プログラムの開発校の指定を受

け、地域や国際社会で活躍する人材を

育成

・スーパーサイエンスハイスクール

・スーパーグローバルハイスクール

111 しまねのふるまい推 24,429 規範意識や基本的な生活行動・生活習慣 教育委員会

進プロジェクト事業 などの「ふるまい」の子どもとその保護者、 [教育指導課]

さらに全ての世代への定着の推進 [社会教育課]

①しまねのふるまい体験活動推進事業

・学校と地域が連携した体験活動

・生活体験を重視した長期宿泊体験活動

・人間関係を大切にした中学１年生の集

団づくり

②道徳教育推進事業

・副読本の作成

③しまねのふるまい推進連絡協議会

④ふるまい推進指導員派遣事業

⑤親学プログラムを活用した家庭教育支

援

⑥公民館ふるまい推進プロジェクト
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

112 学校における読書活 233,438 学校図書館の充実と活性化を図るととも 教育委員会

動・図書館教育推進 に、図書館を活用した教育を推進 [教育指導課]

事業 ［小中学校］ [特別支援教

①学校司書等配置事業 育課]

小中学校の学校司書の配置の充実に

取り組む市町村を交付金で支援

②司書教諭養成事業

司書教諭資格取得のための受講経費

を助成

③学校図書館活用教育研究事業

教科等の指導に活かせる学校図書館

活用の方法を小中学校14校で研究

④ICTを活用した図書館での調べ学習を

モデル地域で実施 【新規】

［高等学校］

①学校司書が配置されない12学級未満の

県立高校16校に学校司書を配置

②学校司書の研修、図書の整備

［特別支援学校］

①全校に学校司書を配置

②学校司書の研修、図書の整備

113 障がい者就業支援事 37,949 特別支援学校高等部卒業者等の就労支援 教育委員会

業 のためのチームを配置し、特別支援学校の [特別支援教

指導スキルと設備を活用して一般就労を支 育課]

援

［事業概要］

特別支援学校の非常勤嘱託員として、

企業に近い形で勤務しながら職業能力や

職業意識を身につけ数年以内の一般就労

を目指す

［支援チーム構成］

支援員1名＋高等部卒業者等3名

［支援チーム配置校］

松江・出雲・浜田・石見養護学校、盲学

校、浜田ろう学校
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

114 特別支援学校職業教 11,806 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

じた進路先の確保やその定着を推進

［実施校］

松江、出雲 12H/週×35週

浜田、石見、益田 10H/週×35週

隠岐 6H/週×35週

115 食育推進事業 14,533 食育を通じて次代を担う子どもの望まし 教育委員会

い食習慣の形成を推進 [保健体育課]

①和食の普及推進

・和食への関心を深めることを目的とし

た出前授業や親子料理教室の開催

・食育フォーラムの開催

・食育推進のための授業実践

②副教材「食の学習ノート」の作成

③栄養教諭を対象とした研修

④スーパー食育スクール

食育の多角的効果について科学的デ

ータに基づき検証

［本県のテーマ］

「食とスポーツ」をテーマに食育を通

じた体力向上について検証

116 子どもの体力向上支 8,760 子どもの体力の低下問題に対応するた 教育委員会

援事業 め、小中学校や地域において子どもの体力 [保健体育課]

向上を目指した取組「1日1時間以上からだ

を動かそう」を推進

①未就学児の体力向上支援

保育関係者、地域指導者等の研修

②運動好きな子どもの育成

保幼小中が連携し、一貫した授業モ

デルの検討、実践

③レクリエーションによる体力向上支援

レクリエーションを通じた運動習慣

づくり

④地域における体力向上推進活動の連携

地域や関係団体と連携した子どもの

運動のきっかけづくり

⑤体育授業力の向上支援

外部講師の派遣による研修会の開催
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

117 競技スポーツ普及強 117,639 全国レベルで活躍する選手を育成するた 教育委員会

化推進事業 め、ジュニアから社会人までの各世代に必 [保健体育課]

要な支援を行い、県全体の競技力の底上げ

とレベルアップを図る

①国体選手強化

・国体候補選手の県外遠征、招請合宿等

の実施

・競技用具の整備、指導者養成など

②ゴールデンエイジアスリート育成

・高校重点校指定競技や中学生指定競技

の選抜選手の県外遠征を実施

・県外の強豪校等を招聘し、県内高校生

と合同練習等を実施

・オリンピック女子競技種目選手（高校

生）の県外遠征を実施

・オリンピック等の国際大会で活躍でき

る選手を育成するため、選手・指導者

の県外遠征を支援 【新規】

③国体チームサポーター派遣

大会参加選手のコンディション調整

等を行うコーチ、トレーナーの派遣

④スポーツ医・科学的サポート

国体選手や小中高生の競技団体等に

対して、理学療法士やスポーツ栄養士

などを派遣

⑤地域が輝くスポーツしまね推進プロジ

ェクト

・競技団体が行う地域と一体になった普

及・強化活動費を助成

・競技団体が行う指導者の招聘や強化合

宿開催等の競技力向上のための経費を

助成 【新規】

・県内でチーム人数の多い4競技につい

て西部拠点校を指定し県外遠征を実施
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

118 平成28年度全国高等 67,935 H28年度に中国5県で開催されるインター 教育委員会

学校総合体育大会開 ハイに向けた選手強化や開催準備 [保健体育課]

催事業 ①運動部活動の振興強化

・中学生の県外遠征、指導者の県外研修

・高校特別強化指定校の県外遠征、県外

強豪校招致

・高校一般強化指定校の県外遠征

②インターハイの開催準備

・競技役員の養成

・市町実行委員会への支援 【新規】

・競技備品の整備

119 学校部活動へのふる 35,356 中学・高校部活動を指導する教職員が学 教育委員会

さと人材活用事業 校内にいない場合などに、地域の指導者を [保健体育課]

派遣 [社会教育課]

・運動部活動外部指導者派遣事業

［派遣指導者数］371名程度

・ふるさとティーチャー派遣事業(文化

部)

［派遣指導者数］93名程度

120 結集！しまねの子育 146,831 地域住民が積極的に子どもの教育や子 教育委員会

て協働プロジェクト 育て支援に関わる環境づくりを進め、学校 [社会教育課]

・家庭・地域住民の連携、協力を推進

①ふるさと教育推進事業

・各小中学校活動費 7万円/校

・市町村活動費 10万円/市町村

・中学校区ごとの学校支援体制づくり

5万円/中学校区

・学校と企業の連携を支援

・中学校区ごとに学校と公民館等が連携

してふるさと教育を推進

②結集！しまねの子育て協働プロジェク

ト事業

・市町村が実施する学校支援、放課後支

援、家庭教育支援、土曜日の教育支援

の経費を助成（No.111一部再掲）

・研修会の開催
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

121 実証！「地域力」醸 3,910 公民館が実施する地域課題の解決や地域 教育委員会

成プログラム の元気回復につながる取組を支援 [社会教育課]

①多世代がつながる地域づくり

多世代が共に活動する事業を公民館

においてモデル的に実施

②若者の地域参画促進

公民館において若者を主体とする事

業を実施

③中学校区ごとに学校と公民館等が連携

してふるさと教育を推進（No.120再掲）

122 高等学校校舎等整備 2,534,729 老朽化した校舎等を計画的に整備 教育委員会

事業 ①耐震対策 140,506 [教育施設課]

・耐震工事（2棟）

・屋内運動場の非構造部材（バスケット

ゴール）の落下防止対策

②出雲工業高等学校 1,143,815

［事業期間］H23～28

［総事業費］約53億円

H27 実習棟建設等

③飯南高等学校寄宿舎 87,649

[事業期間]H24～28

[総事業費]約7億円

H27 建設工事等(入舎定員増員のため

増築)

④大田高等学校 1,043,722

[事業期間]H24～28

[総事業費]約21億円

H27 1号館建設、3号館改修工事等

⑤浜田高等学校 78,677

H27 校舎等リース

⑥浜田水産高校、隠岐水産高校寄宿舎

（リース整備） 40,360
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

123 特別支援学校校舎等 1,485,693 「しまね特別支援教育推進プラン」の実現 教育委員会

整備事業 等のために、校舎等を計画的に整備 [教育施設課]

①出雲養護学校の増改築 513,101

生徒急増に伴う狭隘化解消

[事業期間] H25～29

[総事業費] 約42億円

H27 グラウンド造成、建築工事等

②松江養護学校の増改築 330,487

生徒急増に伴う狭隘化解消に向けた

本校改修、乃木校舎整備

[事業期間]H26～31

[総事業費]約21億円

H27 調査設計、改修工事等

③浜田養護学校の増改築 550,531

生徒急増に伴う狭隘化解消に向けた

増改築及び隣接する浜田ろう学校の改

修

[事業期間]H26～28

[総事業費]約13億円

H27 増改築工事、改修工事等

④出雲養護学校雲南分教室の新設

6,120

雲南圏域での教育機会の確保

[事業期間] H25～26（完成）

[総事業費] 約6億円

H27 校舎用地等賃借料

⑤高等部生徒急増対策（リース校舎）

85,454

松江養護学校、出雲養護学校

124 緊急校舎等大規模修 814,158 老朽化が進行している県立学校施設の長 教育委員会

繕事業 寿命化や安全・安心な教育環境を維持する [教育施設課]

ため、計画的な大規模修繕を実施

［対象］築35年以上の校舎等

［事業期間］ H25～32
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

125 新規 私立高等学校等地域 12,150 私立高等学校及び私立専修学校が地元産 総 務 部

産業を担う人材育成 業界と連携して実施する、課題解決に向け [総 務 課]

支援事業 た研究を行う授業等の取組を支援

[助成率] 400千円/1校

[助成校] 私立高等学校10校

私立専修学校17校

126 私立学校魅力と特色 15,000 私立学校の学習環境の向上など、魅力化 総 務 部

ある学校づくり推進 や特色化等につながる設備整備等を支援 [総 務 課]

事業 [助成率]

・魅力向上事業 県1/2

・耐震診断事業 国1/3、県1/3 ほか

127 新規 専門学校生経済的支 11,265 意欲と能力ある専門学校生が経済的理由 総 務 部

援実証研究事業 により修学を断念することがないよう、経 [総 務 課]

済的支援の実証研究を実施

①授業料の減免

［助成率］

学校設置者が減免した金額の1/2以内

ただし、減免を行う前の授業料の1/4

以内

②修学支援アドバイザーの派遣
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Ⅲ 心豊かなしまね
２．多彩な県民活動の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

128 しまね社会貢献基金 30,090 県民の社会貢献活動をさらに推進するた 環境生活部

事業 め保健・医療・福祉の増進、社会教育の推 [環境生活総

進、まちづくりの推進など地域の課題解決 務課]

に取り組む団体の活動を支援

①ＮＰＯ等の社会貢献活動の支援

②認定ＮＰＯ法人移行に向けた研修やフ

ァンドレイジング(寄附を集める方法)

研修等ＮＰＯ法人の活動基盤強化を支

援

③県民等からの寄附金の基金への積増し

129 新規 芸術文化センター 107,718 開館10周年を迎え記念事業を実施 環境生活部

10周年記念事業 ①石見美術館企画展 [文化国際課]

・森英恵展、澄川喜一展、石見に縁の深

い仏像展等

②指定管理者が実施するホール事業

・県民で創る「第九」コンサート、歌劇

公演、歌舞伎公演等

130 文化芸術振興支援事 32,258 文化芸術の振興を図るため、県民参加機 環境生活部

業 会の提供、将来の担い手の育成等の取組を [文化国際課]

推進

①島根県民文化祭の開催

・県総合美術展（県展）、硬筆アート展、

文芸作品公募、文芸フェスタ

②文化芸術次世代育成支援事業

・文化芸術団体による子どもたちへの鑑

賞機会の提供、ワークショップの実施
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Ⅲ 心豊かなしまね
３．人権の尊重と相互理解の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

131 新規 しまね女性活躍推進 6,993 女性が活躍する環境づくりを推進 環境生活部

事業 ・県の推進計画を策定 [環境生活総

・女性の活躍推進セミナーや女性リーダ 務課]

ー養成研修等を実施

・県民向けフォーラムを開催

132 女性保護事業 80,379 日常生活に様々な問題を抱える女性への 健康福祉部

相談活動やＤＶ（配偶者等からの暴力）被 [青少年家庭課]

害者等を一時保護し、問題解決に向けて支

援

①女性相談事業

・女性相談センターに女性相談員等を配

置し広く女性相談を実施

・県民への啓発活動や適切な相談実施の

ための研修会等を開催

②性犯罪・性暴力被害者支援センター事

業 【新規】

女性相談センターが中心となり、関

係機関と連携して被害者を支援

③ＤＶ被害者等保護事業

・ＤＶ被害者等を一時保護所等において

保護

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所する際

に必要な生活資金や住宅資金を貸付
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Ⅲ 心豊かなしまね
４．自然環境、文化・歴史の保全と活用

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

133 隠岐世界ジオパーク 131,361 隠岐世界ジオパーク推進協議会、地元町 環境生活部

活用推進事業 村等と一体となって、来訪者の受入体制の [自然環境課]

整備や広報活動等を推進 地域振興部

［実施内容］ [しまね暮ら

①ジオサイト(地質や植生等の見どころ) し推進課]

周辺の遊歩道、展望台等の施設整備 商工労働部

②隠岐世界ジオパーク推進協議会による [観光振興課]

ガイド養成、広報等の支援を拡充

③県民向け広報を強化

④観光協会等との連携による情報発信と

地域資源を活用した誘客対策を推進

(№38再掲)

⑤島根の子どもたちの隠岐体験学習

(№93再掲) 【新規】

134 未来へ引き継ぐ石見 159,954 世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理 教育委員会

銀山保全事業 し、未来へ継承していくため、調査研究、 [文化財課]

保存整備、情報発信を実施

［実施内容］

①世界遺産総合調査研究事業

・基礎調査研究

・テーマ別調査研究

・間歩調査

②世界遺産保存整備事業

・遺跡整備

・拠点施設運営補助

③世界遺産総合情報発信事業

・世界遺産情報発信、セミナー開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

135 島根県再生可能エネ 772,184 小水力、太陽光、木質バイオマスなどの 地域振興部

ルギー利活用総合推 再生可能エネルギーについて県内での利活 [地域政策課]

進事業 用を推進 農林水産部

（一部国基金事業） ①再生可能エネルギーによる地域活性化支 [農地整備課]

援事業 【新規】 [林 業 課]

再生可能エネルギーを導入して地域 教育委員会

活性化を図る自治会等や地域の雇用創 [教育施設課]

出に貢献する発電事業者に対し、設備 企 業 局

資金の利子相当分を助成

・地域活性化枠［助成額］150万円以内

・地域貢献枠 ［助成額］500万円以内

②住宅や事業所への太陽光発電等の導入

支援

・住宅用太陽光

［助成額］1万円/kW（上限4万円）

・事業所用太陽光・太陽熱・小水力等

［助成率］1/3（太陽熱は設置費の1/2）

（上限20万円）

③熱利用普及モデル事業 【新規】

再生可能エネルギー熱利用をモデル

的に導入し効果を検証

・太陽熱、地熱・地中熱

［助成率］市町村1/6（国2/3）

民間事業者1/4（国1/2）

・エネファーム

［助成額］定額50万円（国40万円）

④普及啓発、調査研究

・アドバイザー派遣、研修会開催等

・産学官連携によるバイオマス研究等

⑤木質バイオマス用未利用材の集積施設

整備、増産に伴う人材確保を支援

【新規】

⑥農業用水利施設を利用した小水力発電

設備等の導入支援（公共事業費の一部）

［事業主体］市町村、土地改良区

［助成率］15％

⑦小水力発電候補地可能性調査【新規】

民間が実施せず、かつ採算性が確保

できるものについて事業化を検討

⑧市町村計画策定支援

市町村による多様なエネルギー導入

の検討、計画策定費等を助成

［助成率］1/2

- 65 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

136 水と緑の森づくり事 205,479 水と緑の森づくり税を財源とし、県民と 農林水産部

業 協働して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」[林 業 課]

への再生を促進

［事業期間］H27～31

①県民参加の森づくり

・みーもの森づくり事業

県民自らが企画・立案した森林づく

りのための植栽活動や県産材を使う取

組を支援

・みーもスクール

年間を通しての森林教育など

・森づくり情報の発信・交流

・しまね森林活動サポートセンターの運

営支援

・ふるさとの森講座の開催

森林教室やトレッキング教室を開催

②緑豊かな森の再生

放置森林での不要木の伐採、人家・

田畑等に侵入する竹林の伐採や抵抗性

松の植栽

137 島根の歴史文化活用 65,934 島根の歴史文化を活用して地域の魅力を 教育委員会

推進事業 発信し、県民の郷土に対する関心や愛着を [文化財課]

深め、対外的なイメージの醸成、交流人口 商工労働部

の増加等を促進 [観光振興課]

・県内及び首都圏での連続講座、県外シ

ンポジウムの開催

・「古代歴史文化賞」による優れた書籍

の表彰

・古代歴史文化にゆかりの深い14県が連

携して共同調査研究を実施 【新規】

・古代歴史文化をテーマとした情報発

信、観光誘客の促進（No.37再掲）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

138 森林病害虫等防除事 58,140 ①ナラ枯れ被害対策 農林水産部

業 被害木の伐倒処理に要する経費を助成 [森林整備課]

［助成率］

国1/2、県1/4、市町村等1/4

②松くい虫被害対策

保安林など重要な松林について、薬

剤散布、樹幹注入等の予防措置と伐倒

駆除等を組み合わせた防除対策により

松くい虫被害の拡大を防止

［対象松林面積］3,554ha

139 築地松景観保全整備 5,907 築地松景観保全対策推進協議会が築地松 土 木 部

事業 の保全等に係る住民協定を締結している築 [都市計画課]

地松所有者に対して、松くい虫被害の予防、

駆除に要する経費を補助する場合の経費の

一部を出雲市と協調して緊急支援

［事業主体］

築地松景観保全対策推進協議会

［緊急支援の期間］H25～27

［緊急支援の概要］

①伐倒、補植の助成限度額の引上げ

・特定協定(助成率 1/2)

4.5万円→9.0万円

・一般協定(助成率 1/3)

3.0万円→6.0万円

②薬剤地上散布の助成対象経費の拡充

薬剤散布に係る経費のうち人件費は

6千円を上限に10/10助成

③樹幹注入の助成率、限度額の引上げ

・特定協定(助成率 1/2→1/2～3/4)

6.0万円→20.0万円

・一般協定(助成率 1/3→1/3～1/2)

4.0万円→13.3万円
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

140 産業廃棄物減量促進 268,233 課税期間を5年間延長した産業廃棄物減 環境生活部

事業 量税を活用し、産業廃棄物の発生抑制・再 [環境政策課]

生利用等による減量化等の取組を促進 [廃棄物対策課]

１ 事業者の再資源化等への支援 農林水産部

①産業廃棄物３Ｒ促進施設等整備事業 [農林水産総

産業廃棄物の再資源化等施設整備の 務課]

支援を拡充 商工労働部

［助成率］1/3(上限額 3千万円) [産業振興課]

②資源循環型技術開発支援事業

事業者の産業廃棄物の発生抑制等の

技術開発を支援 など

［助成率］2/3(上限額 1千万円)

③資源循環型技術基礎研究実施事業

産業廃棄物の発生抑制等の基礎研究

④バイオマス資源循環活用研究

家畜ふん尿、下水道汚泥等のバイオ

マス資源の循環活用の研究

⑤しまねグリーン製品認定・普及促進事

業

・認定製品のＰＲ、展示会への出展支援

・認定製品の販路拡大等の支援を拡充

・市町村が公共調達する場合の事業費増

嵩分をモデル的に支援 【新規】

・性能評価、利活用推進のため、県発注

事業でモデル的に使用 【新規】

２ 適正処理の推進

①廃棄物適正処理指導員の配置

新たに雲南・県央保健所へ配置

②不法投棄等対策の強化

監視カメラの増設、パトロール車の

増車

３ 環境教育の推進

①３Ｒ普及啓発事業

リサイクル施設のバスツアーなど

②しまね環境アドバイザー派遣事業

企業等へ派遣し環境教育を支援

③学校における３Ｒ・適正処理学習支援

事業

中学校、高等学校等において産業廃

棄物に関する環境教育を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

141 宍道湖・中海 水環 9,720 宍道湖・中海の湖沼環境の保全と賢明利 環境生活部

境保全・再生・賢明 用を鳥取県と連携して推進 [環境政策課]

利用推進事業 ①宍道湖・中海ラムサール条約登録10周

年記念事業 【新規】

記念シンポジウムや全国の子どもた

ちとの交流事業等を実施

②栄養塩循環システム自立支援事業

藻の回収による栄養塩の湖外搬出シ

ステムモデルが自立できるよう支援

142 宍道湖・中海の湖沼 28,984 宍道湖・中海の効果的な水質保全対策を 環境生活部

水質保全調査・研究 検討するための調査・研究等を実施 [環境政策課]

事業 ①水質汚濁メカニズム調査事業

専門家による検討会等による調査・

研究を実施

②湖沼環境評価モニタリング事業

鳥取県や国交省と連携し、水質モニ

タリング手法等を検討

③宍道湖アオコ調査事業

アオコ発生のプロセスを解明するた

めのデータ収集と調査分析

④宍道湖アオコ回収装置試験的導入事業

アオコ回収装置の実証試験

⑤水質保全対策調査事業

流入する汚濁負荷量の調査や流出水

対策地区の水質調査等を実施

143 海岸漂着ごみ等対策 365,090 県内各海岸の海岸漂着物対策を推進 環境生活部

事業 ①海岸漂着物の回収・処理の実施 [廃棄物対策課]

②海岸漂着物の発生源対策に関する啓発

・県内河川流域の小学生による実態確認

・国内学生と韓国学生による海外由来漂

着物の現地確認
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

144 公共関与最終処分場 774,325 産業廃棄物最終処分場「クリーンパーク 環境生活部

整備事業 いずも」の管理型処分場の第3期工事に要 [廃棄物対策課]

する経費の一部を助成

［事業主体］

(公財)島根県環境管理センター

［事業期間］H26～28

［工事概要］

・面積4.0ha

・容量67万㎥（実埋立容量61万㎥）

・事業費 4,000百万円

本体工事 2,400百万円

水処理施設 1,600百万円

145 新規 太陽光発電新規開発 2,315,160 企業局による３か所の新規太陽光発電所 企 業 局

事業 の建設

（電気事業会計） ①石見空港太陽光発電所

［総事業費］約16.6億円

［事業期間］H27～H28

［面 積］6.5ha

［出 力］3,490kW

［債務負担行為の設定］

・設定額 779,577千円(H28)

②三隅港臨海工業団地太陽光発電所

［総事業費］約8.4億円

［事業期間］H27

［面 積］2.5ha

［出 力］1,800kW

③江津地域拠点工業団地太陽光発電所

［総事業費］約6.1億円

［事業期間］H27

［面 積］1.8ha

［出 力］1,200kW
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Ⅳ その他
(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

146 竹島領土権確立対策 31,960 「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏ま 総 務 部

事業 え、問題解決に向けた国民世論の喚起を促 [総 務 課]

す取組を実施

・竹島問題研究会による専門調査研究と

情報発信

・竹島の日記念行事の実施や啓発パンフ

レットの作成など広報啓発活動の実施

・竹島資料室による資料収集、展示
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Ⅴ (参考) 平成２７年度ふるさと島根寄附金(ふるさと納税）活用事業

「ふるさと納税」による寄附金を活用した事業を下表のとおり実施

(単位:千円)

全 体 寄附金
寄附メニュー 事 業 名 事 業 概 要 部局名

事業費 充当額

産業の振興 島根県観光ガイド 島根県の観光振興のため、観光施 340 340 商工労働部

マップの作成 設や県外の旅行会社、観光イベン

トなどで配布する観光ガイドマッ

プ「しまねパーフェクトガイドマ

ップ」を作成

島根県ふるさと伝 島根県ふるさと伝統工芸品の普及 2,192 660

統工芸品のＰＲ ・ＰＲのためのパンフレット作成

自然環境の保全 こどもラムサール 環境保全活動を行っている島根の 5,720 2,500 環境生活部

西日本交流会の開 子どもたちと全国の子どもたちと

催 の交流を図るため、中海・宍道湖

ラムサール条約登録10周年記念事

業として、交流会を開催

医療・福祉の充 がん関連情報提供 がんに関する知識の普及を図るた 620 310 健康福祉部

実 推進事業 め、がんの一般知識、闘病記等の

がん関連図書を購入し、県立図書

館に設置

がん関連情報を広く県民に提供す 3,971 500

るため、啓発リーフレットを作成

看護師等確保対策 看護職員の県内就職の促進のた 2,790 692

事業（情報提供事 め、ＨＰやパンフレット等を利用

業） した看護職員の募集情報ＰＲ、就

職ガイダンス等を実施

障がい者施策推進 障がいのある方々への理解を深 4,967 250

事業（山陰両県共 め、配慮や手助けを行う「あいサ

同啓発事業「あい ポート運動」推進のため、普及啓

サポート運動」） 発運動等を実施

母と子の健康支援 子育て不安への対応や必要な支援 600 200

事業（母子保健評 に早期につなげるため、乳幼児健

価検討事業） 診の質の向上を目指した従事者向

けのマニュアルを作成
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(単位:千円)

全 体 寄附金
寄附メニュー 事 業 名 事 業 概 要 部局名

事業費 充当額

教育・文化の振 石見銀山遺跡のセ 平成19年に世界遺産登録された石 5,687 400 教育委員会

興 ミナー開催 見銀山遺跡とその文化的景観の文

化的価値を普及するため、県内の

ほか東京、大阪など県外で一般向

け教養講座（セミナー）を開催

「和食」普及推進 「和食」への関心を深めてもらう 1,003 900

事業 ため、講演会・出前授業・親子料

理教室・フォーラムを開催

子どもの読書活 「ねえ、この本読 子どもたちが大好きな絵本を、「ね

動の促進 んで」プロジェク え！この本読んで」と子どもが親 200 200 教育委員会

ト にせがみ、それに応えて親が子ど

もに絵本の読み聞かせをする家族

の姿をイメージした読書活動を実

施

「読みメン」プロ とりわけ父親に子どもとの絆を深 200 200

ジェクト める絵本の読み聞かせの楽しさを

体験してもらうため、「読みメン」

育成の活動を実施

しまね子ども読書 子どもたちが読書活動に親しむき 750 500

フェスティバル っかけの一つとなるよう県内３か

所で「子ども読書フェスティバル」

を開催

キラキラしまね笑 読書活動の推進のため、子どもへ 1,345 1,020

顔で読み聞かせフ の読み聞かせの写真を公募しフォ

ォトコンテスト トコンテストを実施

竹島の領土権の 竹島の領土権の確 竹島領土権確立の啓発のため、竹 4,903 3,626 総 務 部

確立 立に関する事業 島問題啓発パンフレットや竹島問

題に関する調査研究報告書を作成

し、学校など各機関へ配布。また、

竹島資料室の展示資料の充実
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(単位:千円)

全 体 寄附金
寄附メニュー 事 業 名 事 業 概 要 部局名

事業費 充当額

森林の保全及び みーもの森づくり 島根の豊かな森林を次世代へ引継 44,756 575 農林水産部

整備 事業（水と緑の森 ぐため、地元の住民が行う里山や

づくり事業） 海岸林での植栽活動などを支援

しまね県民の森整 しまね県民の森を利用者が安全に 5,188 425

備事業（森林林業 利用できるようにするため、枯れ

体験活動推進事 た木の除去などの森林整備を実施

業）

防災対策の推進 地域防災人材育成 地域住民の適切な防災行動により 1,200 1,055 防 災 部

研修 被害の減少を図る「地域防災力」

の向上を図るため、自主防災組織

の結成及び活動促進、市町村職員

の防災意識向上につながる人材育

成研修を実施

道の駅防災情報パ ハザードマップや道の駅の持つ防 1,500 1,120 土 木 部

ネル設置 災機能などの防災情報を広く県民

に知らせるため、県内の道の駅の

情報コーナーに情報パネルを設置

防災学習会 地域防災力の向上を図るため、子 500 325

どもたち、住民及び地域の防災力

の向上を目的とした学習会を開催

建築物等地震対策 県民に広く建築物の耐震化に対す 1,011 200

促進事業 る重要性を知っていただくため、

学習会を開催

合 計 15,998
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（単位：百万円、％）

H27当初 H26当初 増減 伸び率

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

１　補助公共事業費 51,065 48,166 2,899 106.0%

土　木　部 37,303 36,679 624 101.7%

農林水産部 13,762 11,487 2,275 119.8%

２　県単独公共事業費 7,113 7,656 ▲ 543 92.9%

土　木　部 5,673 5,951 ▲ 278 95.3%

農林水産部 1,440 1,705 ▲ 265 84.5%

３　国直轄事業負担金 8,546 7,663 883 111.5%

土　木　部 7,958 7,029 929 113.2%

農林水産部 588 634 ▲ 46 92.7%

４　維持修繕費 10,987 10,987 0 100.0%

土　木　部 10,935 10,935 0 100.0%

農林水産部 52 52 0 100.0%

５　受託事業費 1,435 1,445 ▲ 10 99.3%

土　木　部 1,390 1,389 1 100.1%

農林水産部 45 56 ▲ 11 80.4%

６　災害復旧事業費 7,887 11,105 ▲ 3,218 71.0%

土　木　部 5,795 6,661 ▲ 866 87.0%

農林水産部 2,092 4,444 ▲ 2,352 47.1%

合　　計 87,033 87,022 11 100.0%

土　木　部 69,054 68,644 410 100.6%

農林水産部 17,979 18,378 ▲ 399 97.8%

○本表は、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計及び県営住宅特別会計）

  を対象としている。　

事業区分

公 共 事 業 の 概 要
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主要公共事業
（Ⅰ 活力あるしまね）
（２．自然が育む資源を生かした産業の振興）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

１ 売れる農林水産品・ 7,228,121 ○島根の特色を活かした農林水産品・加工 農林水産部

加工品づくり 品づくりを促進するために、それを下支

えする農林水産業の基盤整備を促進

［県事業等］

①用排水施設等整備事業 272百万円

・かんがい排水事業

②一般農道等整備事業 1,677百万円

・一般農道整備事業

・基幹農道整備事業

・ふるさと農道整備事業

・農道保全対策事業

③林道事業 1,673百万円

・県・市町村林道事業

・広域基幹林道事業

④漁港漁場整備事業 1,950百万円

・漁港整備事業

・漁場整備事業

２ 農林水産業の担い手 1,449,010 〇農林水産業の担い手である生産者の経営 農林水産部

の確保・育成 安定に資するために基盤整備を促進

［県事業］

・ほ場等整備事業
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（Ⅰ 活力あるしまね）
（６．産業基盤の維持・整備）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

３ 高速道路網の整備 8,463,531 ○高速道路や、高速道路へつながるアクセ 土 木 部

ス道路の整備を促進し、産業活動や地域

間交流を支える高速道路網の形成を促進

［国直轄事業負担金］

山陰自動車道 5,333百万円

・出雲湖陵道路 ・湖陵多伎道路

・多伎朝山道路 ・朝山大田道路

・大田静間道路 ・静間仁摩道路

・浜田三隅道路 ・三隅益田道路

［県事業］

アクセス道路の整備 2,196百万円

４ 空港・港湾の維持・ 2,314,654 〇物流や人の交流を支える空港や港湾の機 土 木 部

整備 能維持向上や整備を促進

［県事業］

①空港機能保持事業 436百万円

・出雲縁結び空港 ・萩・石見空港

・隠岐空港

②港湾整備事業 1,322百万円

・松江港 ・河下港 ・浜田港

・来居港等

［国直轄事業負担金］

・浜田港

- 77 -



（Ⅱ 安心して暮らせるしまね）
（１．安全対策の推進）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

５ 災害に強い県土づく 28,133,349 ○治山治水対策、土石流対策、地すべり防 土 木 部

り 止対策等により県土を整備し、自然災害 農林水産部

による県民生活、財産等への被害を未然

に防止

［県事業］

①土砂災害対策事業 4,222百万円

・砂防事業 ・地すべり対策事業

・急傾斜地崩壊対策事業等

②河川改修事業、ダム事業等

12,680百万円

・中小河川改修事業 ・ダム事業

・河川維持管理事業

③海岸事業 152百万円

・海岸侵食対策事業

・海岸維持管理事業

④道路防災対策事業 4,563百万円

・防災事業 ・冬道バリアフリー

・橋梁補修（耐震）

⑤地すべり対策事業 674百万円

⑥治山事業 1,329百万円

［国直轄事業負担金］

・斐伊川、江の川、高津川 河川改修

６ 交通安全対策の推進 2,335,528 ○歩道整備、段差解消、防護柵設置等によ 土 木 部

り、道路の安全性、快適性の向上を促進

［県事業］

・安全な歩行・走行のための道路整備

事業 2,336百万円

- 78 -



（Ⅱ 安心して暮らせるしまね）
（５．生活基盤の維持・確保）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

７ 道路網の整備と維持 19,034,312 ○効率的・計画的な道路網の整備や維持管 土 木 部

管理 理により、県民生活や産業経済活動の円 農林水産部

滑化を促進

［県事業］

①幹線道路網整備事業 7,545百万円

②都市計画街路事業 2,804百万円

③生活道路整備事業 3,002百万円

④道路維持管理充実事業 5,032百万円

８ 都市・農山漁村空間 1,719,365 ○適切な土地利用や計画的な市街地の整備 土 木 部

の保全・整備 とともに、農村地域の定住条件の整備に 農林水産部

より、豊かな地域資源を活かした特色あ

る農山漁村空間づくりを推進

［県事業］

①都市公園整備事業 256百万円

②電線類地中化事業 36百万円

③中山間地域総合整備事業

1,194百万円

９ 居住環境づくり 3,424,321 ○下水道等の汚水処理施設や良質な住宅の 土 木 部

整備等を促進し、県民の快適な生活環境 農林水産部

の向上を促進

［県事業等］

①宍道湖流域下水道整備事業

1,383百万円

②県営住宅整備事業 1,393百万円

③地域優良賃貸住宅整備支援事業

173百万円

④農業集落排水事業 116百万円

⑤漁村環境整備事業 65百万円

- 79 -



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

10 公共土木施設の長寿 3,696,955 ○老朽化が進む公共土木施設について、管 土 木 部

命化対策 理や修繕等を計画的に実施することによ 農林水産部

り、施設の安全性や信頼性を確保すると

ともに、今後の修繕や更新等に係るコス

トを縮減

［県事業］

①橋梁 1,514百万円

②トンネル 470百万円

③河川施設 627百万円

④港湾施設 119百万円

⑤砂防施設 419百万円

⑥地すべり対策施設 22百万円

11 地域課題に対応した 1,347,159 ○事業区分を超えて予算を一括化し、事業 土 木 部

公共土木施設の維持 横断的な執行を可能とすることにより、

・整備 それぞれの地域の課題へ迅速に対応
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